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要約

近年，地球温暖化や化石燃料枯渇などの環境問題への対策の一つとして，環境負荷の少ない電気自動

車 (Electric Vehicle : EV)が大きな注目を集めている。EVはモータを駆動力源に利用するため，内燃機

関自動車と比較すると環境性能だけでなく運動性能に関しても様々な優位性を有する。そのため，モー

タによる広帯域な制御性能を利用して，フィードバック制御を用いたトラクション制御や安定化制御，

姿勢制御などを行うことにより，車両の安全性能や乗り心地の向上といった付加価値を与えることがで

きる。

EVはさらに，4つの車輪にインホイールモータを搭載し左右独立駆動や四輪独立駆動とすることで，

制御入力の自由度を増加させることができる。この利点に着目した研究は多くの研究機関において行わ

れており，差動トルクを用いた横滑り角とヨーレート制御による車両安定化や，アンチダイブ力を利用

した制振制御などの実車応用が期待されている。

しかし，車両の安定性能は車両の状態量だけではなく，タイヤに働くグリップ力にも大きく依存する。

これは，車両はどれか 1輪でもタイヤの発生する力が限界グリップ力を超えてスリップしてしまうと，

所望の駆動力と横力を出力することができなくなり，これが横滑りを引き起こすためである。この現象

を防止する手段の一つとして，タイヤの安定度に応じて駆動力と横力を各輪に適切に配分することが考

えられる。これは，各輪の安定度のMinimax問題を満たす駆動力・横力配分として扱うことができる。

この駆動力・横力配分に着目した研究に関してもいくつかの手法が提案されており，代表的なものとし

て評価関数の二乗和最小化法による近似解法と反復計算による厳密解法が挙げられる。しかし，前者は

評価関数の最大値ではなく平均値を最小化しているため，条件によっては厳密解から乖離し安定度が低

下するという問題を有する。後者についても，この手法はMinimax問題を満たす厳密解が得られる一方

で，モータの数ミリ秒という応答速度の中で反復計算を用いることは解が実時間内で収束しない可能性

がある。

そこで，本研究の前半では高速で Minimax問題を満たす駆動力・横力を計算する手法として Equal

Magnitude Property (EMP)を用いた解法についての検討を行う。これは冗長な線形システムにおける無

限大ノルム最小化の定理であり，これを利用することにより高速でMinimax問題を解くことができる。

この定理を EVの駆動力・横力配分問題に適用することにより，タイヤの負荷率やスリップ率の最大値

を抑制し，車両安定性を向上できることを示す。

本研究の後半では，駆動力配分による安定性向上だけでなく，それに付随した様々な制御応用につい

て検討する。まず始めに，左右輪の駆動力差によって車両重心点周りだけでなく操舵軸周りにもモーメ

ントを発生させ，それだけで操舵可能であることを示す。これによって，インホイールモータを用いる

ことで Electric Power Steering (EPS)がフェイルした場合でも，インホイールモータをEPSのバックアッ

プシステムとして利用することができる。この事を実証するために，Model Predictive Control (MPC)を



用いて走行軌道追従制御を行い，EPSがフェイルしてもインホイールモータを用いたヨーレート制御に

より旋回軌道に追従できることを示す。また，もう一つの手法として，適切に駆動力配分を行うことで，

最大負荷率に関与しない車輪には余剰に利用できる負荷率が生まれるため，これを使用することで車両

の状態量を一つ多く制御することが可能であることを示す。このことを利用して，EPSと四輪独立駆動

を用いたヨーレート・車両横滑り角の独立制御時においては，最大タイヤ負荷率を最小化する駆動力配

分をするとともに余剰負荷率を用いてロール制御ができることを示す。これによって，車両の平面の運

動と上下方向の運動，さらにタイヤの限界グリップ力を考慮した駆動力配分問題を統合し，同時に制御

することができる。

以上の研究においては，MATLAB/Simulink を用いたシミュレーションおよび四輪独立駆動およびア

クティブ前後輪操舵が可能な電気自動車を用いた試験走行により検証する。
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第 1章

序論

1.1 研究背景

現在，地球温暖化や大気汚染，化石燃料の枯渇などが問題視されているが，その大きな原因の一つに

内燃機関自動車 (Internal Conbustion Engine Vehicle : ICEV)による燃料の消費と排気ガスの影響が挙げら

れている。このような背景から，電力で駆動し走行時に CO2を排出しない電気自動車 (Electric Vehicle

: EV)が大きな注目を集めている。そのため，各自動車メーカもその開発を進めており，日本では 2009

年に三菱自動車が i-MiEV を量産開始し，翌 2010年には一般向けの販売を開始した。また，同年には日

産自動車が EVにおいて独自に開発した LEAFの販売を開始した。その後も電気駆動する自動車の普及

が続いており，トヨタ自動車はハイブリッド自動車 (Hybrid Vehicle : HV)である AQUAを，三菱自動車

はアウトランダー形プラグインハイブリッド車 (Plug-in Hybrid Electric Vehicle : PHEV)を販売するなど，

EVや PHEVの国内外の市場が拡大している。

このようなモータを駆動力源に利用する EVは既存の ICEVと比較すると，環境性能だけでなく運動

性能においても以下のような優位性をもつ [1]。

• エンジンが動力源である ICEVと比べてトルク応答が 2桁速い。

• モータの分散配置ができ，各輪を独立に制御可能である。

• 電流から，モータに生じているトルクが正確に測定可能である。

• 駆動だけでなく制動も可能であり，かつ回生により電力を回収可能である。

まず大きな特徴として，内燃機関のトルク応答が数百ミリ秒であるのに対して，モータのトルク応答は

数ミリ秒と非常に速いことが挙げられる。それに加えて内燃機関のトルク発生機構は複雑で非線形の要

素が多く正確なトルクの検出が難しいのに対して，モータのトルクは電流値に比例するため，正確な検

出が可能である。このため，ICEVでは実現が難しかったトルクに対する高度なフィードバック制御が

可能となり，この事を利用した様々なトラクション制御手法が行われてきた [2, 3, 4, 5]。

また，モータはエンジンと比較して小型高出力であることから,インホイールモータ (In-Wheel Motor：

IWM) の開発が進んでいる。これによって，駆動力源であるモータがホイール内に搭載することができ
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るため，各輪独立駆動が可能となる。この各輪独立駆動を利用することにより，左右の車輪の駆動力差

により車両重心点周りにモーメントを発生させることが可能となる。そのため，ヨーモーメントを制御

入力とした直接ヨーモーメント制御 (Direct Yaw-moment Control：DYC)によるステアリングの補償や

[6]，ヨーレートや横滑り角の制御により車両安定性の向上を達成することができる [7, 8, 9]。その他に

も，電動パワーステアリング (Electric Power Steering : EPS)と統合した車両制御や [10, 11, 12]，滑りや

すい路面上を想定した駆動力差モーメントによる状態量の補償 [13]など，様々な研究に応用されている。

さらに，インホイールモータの高応答性と回生が可能といった特徴を利用することで，車両の姿勢制

御により乗り心地を向上させることもできる。減速時の車両のピッチング運動の抑制 [14] やピッチや

ロールをインホイールモータの制駆動力により発生するアンチダイブ力を用いて制御を行う研究 [15, 16]

などが行われている。また，従来アクティブサスペンションを用いて行われてきたスカイフックダンパ

制御 [17] をインホイールモータのアンチダイブ力を利用して行う研究 [18] や，人が不快に感じる周波

数帯に着目して，その領域のゲインを下げるように制御するばね下逆スカイフックダンパ制御 [19]など

も提案されている。

これらの運動制御だけでなく，操舵時に操舵モーメントと直接モーメントの配分を最適化することで

瞬間消費電力を最小化する研究 [20]や，前後輪で異なる特性のモータを用い，それを使い分けることで

一充電走行距離を延長する研究 [21]なども行われている。このように，電気自動車には環境性能だけで

なく優れた制御性能を有している。今後は基礎的な検討だけでなく，これらの研究を統合した制御を行

うことで，従来の車と比較してどれだけ多くのメリットが得られるかを示していく必要がある。

1.2 先行研究

本研究では車両のヨーレート，車両横滑り角，ロール角などの状態量の制御や，タイヤのスリップ率

や負荷率のMinimax問題に基づく駆動力・横力配分問題を扱う。本節ではこれらに関連する先行研究に

ついて紹介し，その手法の効果や問題点などについて説明する。

1.2.1 電気自動車のトラクション制御

濡れた道路や雪道などの滑りやすい路面ではタイヤのグリップ力が低下する。そのため加速時ではタ

イヤが空転，減速時ではタイヤロックがしやすくなり，車両が制御不能になる危険が高まる。この対策

として，ICEVでは制動時に油圧ブレーキのポンピングによるアンチロックブレーキシステム (Antilock

Brake System : ABS)が導入されており，その性能を高める研究が多数報告されている [22, 23, 24]。

それに対して，EVではモータの高速な電流制御により高度なアンチスリップ制御を行うことができ

る [25, 26, 27, 28]。また，インホイールモータ EVを用いることでモータから駆動力の着力点までの剛

性が高められるために，さらに高帯域での制御が可能となる。当研究室でもこの特性に着目し，外乱オ

ブザーバを利用したトラクション制御法を提案してきた [25]。さらに，車輪速制御に基づく車体速度を

用いないスリップ率制御 [3]により，四輪駆動時におけるセンサレスでのスリップ率の推定・制御を実

現した。また，スリップ率に基づいてタイヤの駆動力を直接制御し，トラクション効果を得る駆動力制

御法 [2]を提案した。その他にも，ドライビングスティフネス推定に基づく制御手法 [29]や，ドライブ

シャフトを通じて駆動力を伝達する車載モータ車でもフィードフォワードにより高速でトラクション制
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Fig. 1:駆動力制御法のブロック図 [2]

御を行う手法 [5]などが提案されている。

これらの中でも駆動力制御法は，図 1のようにアウターループにてタイヤに働く駆動力を直接制御し，

インナーループにて車輪速制御を行う手法である。また，駆動力のリミッタにスリップ率を使用し，あ

るスリップ率の閾値以上の制駆動力を出力しないためにスリップの防止を実現している。このようにト

ルクではなく駆動力に基づく制御を行うために，本制御手法では路面情報を使用せず，どのような路面

状態でもトラクション制御が可能となっている。

1.2.2 駆動力・横力配分

各輪の出力することのできる最大グリップ力はタイヤと路面間の摩擦係数と各輪の輪荷重によって決

定される。そして，4輪の内どれか 1輪でも最大グリップ力を超えてスリップを引き起こすと，車輪は

所望の駆動力及び横力を出力することができなくなり，車両全体が制御不能になるため事故を引き起こ

す危険性が高まる。この対策として，ICEVではディファレンシャルギアを用いてタイヤがスリップし

そうになると横滑りを防止する車両安定化制御 (Vehicle Stability Control : VSC)が用いられてきた [30]。

しかし，この VSCはディファレンシャルギアを用いるため大きな機構が必要であり，応答速度も数十

ミリ秒程度必要である。

それに対してインホイールモータ EVでは，各輪独立駆動であるため総駆動力指令値に対して各輪に

制駆動力を配分することが可能であり，余分な機構を必要とせずに高速にタイヤのスリップを抑制する

ように力を配分することができる。そのため，この特徴に着目して，車輪の安定度の指標であるタイヤ

の負荷率やスリップ率を抑制するタイヤ力配分の研究も報告されている [31, 32]。スリップ率とは加速

時では車体速度に対する車輪速の割合であり，負荷率とはタイヤに働く最大摩擦力に対するタイヤが出

力する力の割合である。どちらも 1に達するとタイヤ力が飽和し路面に力を伝えられなくなるため，タ

イヤは空転を始め横滑りの原因となる。このため，これらの割合をリアルタイムで取得し，4輪の最大

値を最小化するように余裕のある車輪に駆動力及び横力を配分することで，タイヤ力の飽和を防止し，

車両はドライバーの意図した挙動を取ることができるようになる。

このような最大値を最小化する配分はMinimax問題と呼ばれ，一般的には非線形最適化問題によって

解くことができる [33, 34]。このため，この駆動力・横力配分問題に関しても路面摩擦力 µを各輪で等し

いと仮定することでタイヤ負荷率を算出し，Minimax問題を満たす駆動力・横力を反復解法により求め

る手法 [35, 36]が提案されている。Minimax問題を満たす駆動力・横力は以下の評価関数を最小化する。

J = max(η2fl, η
2
fr, η

2
rl, η

2
rr) (1-1)
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Fig. 2:タイヤ負荷率 (左右均等配分)[38] Fig. 3:タイヤ負荷率 (負荷率均等化)[38]
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Fig. 4:ヨーレート (YMO+LFO)[10]

0 2 4 6 8 10
0

0.01

0.02

0.03

0.04

time [s]

be
ta

 [r
ad

]
 

 

LFO+YMO
reference

Fig. 5:車両横滑り角 (YMO+LFO)[10]

ここで，ηijはタイヤの負荷率である。この手法は厳密解を得られるが，その一方でモータの応答速度は

数ミリ秒であり，時間内に解が収束しない恐れがあるためオンライン制御に適しているとは言い難い。

そこで，このMinimax問題の近似解法として評価関数の二乗和最小化法 [37, 38]がこれまでに広く用

いられてきた。この手法は次の評価関数を最小化するように駆動力・横力を配分する。

J = η2fl + η2fr + η2rl + η2rr (1-2)

図 2, 3に文献 [38]にて示された減速旋回時のタイヤ負荷率を示す。左右輪に制駆動力を均等に配分した

場合 (図 2)と比較して，負荷率均等化手法 (図 3)を用いることでタイヤ負荷率を均等に使用し，その結

果タイヤ負荷率の最大値が抑制されていることが確認できる。

しかし，この二乗和最小化手法は文献 [34, 39]でも指摘されている通り，負荷率の最大値ではなく 4輪

の平均値を最小化するものであるため，条件によってはMinimax問題の最適解から乖離するという問題

がある。このため，文献 [39, 40]ではこの二乗和最小化問題に適切に重みを付加することにより，負荷

率やスリップ率のMinimax問題を満たす駆動力配分法を行うことで，車両安定性向上を実現している。

1.2.3 走行安定化制御・姿勢制御

車両の二次元平面運動においては車両の走行軌道はヨーレート γ，車両横滑り角 βに集約される [41]。

そのため，車両運動制御においては旋回時の車両安定化制御を目的としたヨーレート制御法 [7, 8, 9, 13]

や車両横滑り角制御法 [12, 42, 43, 44]の研究が多数報告されている。従来の ICEVやオンボード方式の

EVでは，ディファレンシャルギアを用いた横滑り角の補償やステアバイワイヤ (Steer-by-Wire : SbW)

方式の操舵系における EPSを用いた安定性向上 [45]やヨーレート補償法 [46]が提案されてきた。
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Fig. 6:ピッチ・ロール制御の実験結果（PID制御）[55]
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Fig. 7:ピッチ・ロール制御の実験結果（PMO+RMO）[55]

一方で，インホイールモータ EVでは前述のように左右輪の駆動力差を利用することで車両重心点周

りにモーメントを発生させ，操舵によるヨーレートを補償することができる。さらに，直接ヨーモーメ

ントを用いた補償法だけでなく，EPSと組み合わせたヨーレートと車両横滑り角の同時制御 [47]や，そ

れに横力や横滑り角の限界値を考慮した制御手法 [48]，アクチュエータの制約を考慮した制御手法 [49]

などの統合的な車両運動制御法も提案されている。本研究室でも同様に，横力オブザーバに基づく手法

[50]，ヨーレートと車両横滑り角の非干渉制御法 [10]，横力センサを用いた横すべり角推定に基づく手

法 [42, 51]などを提案している。

図 4, 5に文献 [10]にて示されたヨーモーメントオブザーバ (Yaw Moment Observer : YMO)とラテラ

ルフォースオブザーバ (Lateral Force Observeer : LFO)に基づくヨーレートと車両横滑り角の非干渉制御

の結果を示す。この実験は提案法のロバスト性を検証するために，コーナリングステシフネスがノミナ

ル値とプラントの真値の間にパラメータ誤差をもつ条件での実験結果であるが，2つの状態量は適切に

制御されていることが確認できる。通常，モデルベースで非干渉制御を行う場合はパラメータ誤差の影

響を受けるため，実環境を想定するとロバスト性を考慮した制御器を構成する必要がある。このような

– 5 –



観点からも，外乱オブザーバを基にした制御器によりロバスト性を向上することができるため，実環境

下においてもヨーレートと車両横滑り角の独立制御を可能にし，車両安定性の向上を実現できる制御手

法であるといえる。

車両姿勢制御に関しても，従来はアクティブサスペンションを用いて上下方向の運動の制御をする必

要があったが [52, 53]，近年ではインホイールモータによるの正負のアンチダイブ力を用い，前後輪の

制駆動力配分によりピッチ，ロール等を制御する手法が注目されている。その一例としてスカイフック

ダンパ制御を適用した研究 [18]や，前後方向の振動を抑制する研究 [54]，人が不快に感じる周波数帯に

着目して，その領域のゲインを下げるように制御するばね下逆スカイフックダンパ制御 [19]などが提案

されている。本研究室でも，ピッチング制御法 [14]，ローリング制御法 [15, 16]，ロール角とピッチの規

範モデル追従制御 [55]などを提案している。図 6, 7に文献 [55]にて示されたピッチーモーメントオブ

ザーバ (Pitch Moment Observer : PMO)とロールモーメントオブザーバ (Roll Moment Observeer : RMO)

に基づくピッチ角とロール角の規範モデル追従制御の結果を示す。ただし，従来法として外乱オブザー

バを用いない PID制御のみの手法とし，減速旋回時の挙動を比較している。また，前後加速度と横加速

度に対するピッチ角・ロール角指令値は実プラントと比較して 20 %小さくなるように設定している。実

験結果より，ピッチ角及びロール角に対して外乱オブザーバを構成することにより，プラントがノミナ

ル化されるために，従来法と比較してピッチ角とロール角が指令値に追従しており，上下方向にもロバ

ストな制御を実現できることが確認できる。

1.3 研究目的

本研究では，インホイールモータを搭載した四輪独立駆動が可能な電気自動車を想定する。タイヤ力

の配分はその他の安定化制御と組み合わせることで，車両の安全性を大きく高めることができる。しか

し，車両安定化を目的とする駆動力・横力配分はこれまでに近似解法である評価関数の二乗和最小化手

法が用いられており，制御入力の冗長性の利点を十全に生かし切ることができていない。そこで，タイ

ヤ力の配分による更なる車両安定化手法として，冗長な線形システムに対する無限大ノルム最小化の定

理を用いることで，スリップ率と負荷率のMinimax問題を満たすタイヤ力の配分方法を提案する。ま

た，駆動力配分の応用として，キングピン軸周りにモーメントを発生させてEPSを用いずに操舵させる

手法と，適切な駆動力配分により負荷率余剰を作り，それを利用した車両の 3自由度制御法を提案する。

1.3.1 4輪の負荷率やスリップ率のMinimax 問題を満たすタイヤ力配分

インホイールモータ電気自動車を想定したタイヤ力配分の研究はいくつかの先行研究があるが，安定

度のMinimax問題の厳密解が得られるが反復計算が必要な手法や，オンラインでの計算が可能であるが

平均値を最小化する手法といったように，オンラインでMinimax問題の厳密解を得られる手法は未だに

提案されていない。また，二乗和最小化法に適切な重み付けを行うことにより最大スリップ率を最小化

する研究 [39, 40]も提案されているが，これは直進方向に限定した条件であり，旋回時においてはより

複雑な法則による重み付けが必要だと考えられる。これらの理由から，車両安全性を考慮した理想的な

タイヤ力の配分方法は，常にタイヤ負荷率やスリップ率の最大値を最小化することを保証し，オンライ

ン制御可能な計算負荷である必要がある。
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本研究ではこの要求を満たす配分方法として，冗長性を有する線形システムの無限大ノルム最小化の

定理である Equal Magnitude Property (EMP)を利用した手法を提案する。この手法はロボット工学の冗

長マニピュレータにおける軌道の決定方法の一つとして用いられてきたが [56, 57]，車両運動制御に適

用された例は存在しない。そのため，この定理を自動車における線形二輪モデルに適用することで，負

荷率やスリップ率の最大値を最小化するタイヤ力の配分もまた同様に求められると考えられる。このよ

うな背景から，EMPを用いたタイヤ力の配分手法としてスリップ率及びタイヤ負荷率を最小化するタ

イヤ力配分について検討する。まず，最大スリップ率を最小化する駆動力配分として低 µ路がホイール

ベースよりも短い瞬間低 µ路における加速試験にて有効性を確認する。このような条件であれば，車輪

が低 µ路に差し掛り駆動力が低下しても，他の車輪にて駆動力を補完することができる。そのため，こ

のような条件にて EMPを用いた駆動力配分を用いることで，最大スリップ率を抑制できるかを確認す

る。続いて，横力も考慮した最大負荷率を最小化する駆動慮力・横力配分について検証する。そのため

に，加速旋回試験を行うことにより提案法の有効性を検証し，従来使用されてきた二乗和最小化法の問

題点を明らかにする。

1.3.2 適切な駆動力配分による制御応用

従来のタイヤ力の配分では，前述の通り四輪独立駆動の利点を十全に生かし切れているとは言い難い。

そのため，本研究においては適切な駆動力配分によって実現することができる制御への応用方法につい

て検討する。

まず始めにヨーレート制御への応用について検討する。従来は駆動力差モーメントを利用した DYC

が広く利用されてきたが，これは車両重心周りのモーメントを発生させ，外乱オブザーバやスライディ

ングモード制御，H∞制御などを用いることで操舵によるモーメントをロバストに補償する手法であっ

た。しかしこれは車両のヨー方向の運動方程式に基づく手法であり，それだけでなくタイヤのアライメ

ントにも注目すると，左右輪の駆動力差によって操舵軸であるキングピン軸の周りにもモーメントを発

生させることが可能であり，それによってEPSを使用せずに操舵することができる。この動作によって，

自動運転時に問題になっているEPSフェイル時の補償について，インホイールモータを利用することで

追加のインバータやモータを使用することなく，操舵の補償を行う事ができる。この理論の有効性を実

証するため，インホイールモータ電気自動車においてEPSを用いることなくヨーレート制御のみを制御

に用いることで目標旋回軌道に追従できる事を示す。

続いて，各輪の安定度に着目した適切な駆動力配分を行うことにより余剰負荷率を発生させ，制御の

自由度を増加させることができる事を示す。従来は独立駆動による制御自由度の冗長性は，ヨーレート

や車両横滑り角の補償に用いられてきたが，これは左右独立駆動にするだけでも達成することができる。

しかし，これを四輪独立駆動に拡張することにより，左右輪の駆動力配分を前後輪に配分する自由度が

生まれる。本研究では，この適切な配分による自由度を利用することにより，車両安定性を損なうこと

なくロール制御を行う制御手法を提案する。そのため，この四輪独立駆動と EPSを利用することによ

り，ヨーレート，車両横滑り角，ロール角の同時制御が可能となり，従来の二次元運動のみを考慮した

制御手法と比較して安定性を向上させることができる。この提案法の有効性を加速旋回試験によって検

証する。
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1.4 本論文の構成

本論文では，まず第 2章で実験に使用した実験車両及び実験機を紹介する。また，本論文で想定する

車両モデルについて説明し，線形システムの無限大ノルム最小化の定理である EMPについて説明する。

第 3章からは本研究内容について説明する。本論文の構成は図 8に示すように，最大負荷率を最小化す

るタイヤ力配分を求める手法と，駆動力配分による制御応用というように，大きく分けて 2つの枠組み

から構成されている。

第 3章，第 4章では四輪独立駆動可能な電気自動車を想定した，最大スリップ率やタイヤ負荷率抑制

のためのEMPを用いたタイヤ力配分法を提案する。第 3章では，最大スリップ率を抑制するために瞬間

スプリット低 µ路における加速試験を行う。その際，トラクション制御として駆動力制御法を，駆動力

配分の決定方法としてドライビングスティフネス推定法を用いる。この手法により，路面状態などの外

部の情報を用いることなく，現在の車両の状態の情報のみで駆動力配分とトラクション制御を行うこと

ができる。また，車輪が低 µ路に差し掛かりスリップを引き起こしそうになっても，駆動力配分によっ

てスリップしそうな車輪の駆動力を引き下げ，その他の車輪によって低下した駆動力を補償することが

できることを示す。第 4章では，駆動力に加え旋回時の横力も考慮したタイヤ力配分によって最大タイ

ヤ負荷率を抑制する。従来ではこのMinimax問題をリアルタイムで解くことが難しいため，タイヤ負荷

率の二乗和最小化法による配分が行われていたが，これは荷重変動の影響により無限大ノルム最小化解

から乖離するという問題がある。このため，本提案手法により従来法と比較して車両安定性の向上が実

現可能であることを示す。

第 5章では，操舵輪の駆動力配分を適切に行うことで車両重心周りのモーメントを発生させるだけで

はなく，操舵軸であるキングピン軸周りにもモーメントを発生させ，EPSを用いることなく操舵可能で

あることを示す。さらに，ヨーレート制御系と組み合わせることで任意の方向に操舵することが可能に

なり，これによって EPSのバックアップシステムとして機能させることができる。本提案手法につい

て，自動運転を想定してモデル予測制御を用いた目標軌道追従試験を行い，EPSがフェイルしてもイン

ホイールモータを用いたヨーレート制御にて補償可能であることを実験にて確認する。

第 6章では，ヨーレートと車両横滑り角の制御を行っている際にタイヤ負荷率を最小化する駆動力配

分を行うことで，最大負荷率となる車輪に寄与しない車輪において，最大負荷率までの余剰な負荷率が

利用可能となり，それを用いることで更にロール制御が可能であることを示す。本制御手法によって，

従来では独立に考えられていた車両 2次元平面運動と上下方向の運動の制御を統合し，四輪独立駆動と

EPSを用いることにより，タイヤの安定性を保ちつつ，ヨーレート，車両横滑り角，ロール角の同時制

御が実現できることを示す。
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Fig. 8:本論文の構成
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第 2章

実験車両および車両モデル

2.1 4輪インホイールモータ搭載電気自動車　FPEV2-Kanon

本研究では,実験車両として当研究室で製作した電気自動車「FPEV2-Kanon」を用いた。FPEV2-Kanon

の車両外観を図 9に，FPEV2-Kanonの各パラメータの値を表 1に示す。本車両は以下の特徴を有する。

• 4輪にインホイールモータを搭載・各輪独立制御が可能

• アクティブ前後輪操舵が可能

• 　制御系コントローラに dSPACE社の AUTOBOXを使用

• 　バッテリーにリチウムイオン電池を搭載

Fig. 9: FPEV2-Kanon
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Tab. 1:FPEV2-Kanonの車両諸元
車両の総重量（m） 870 [kg]

重心軸の慣性モーメント（I） 617.0 [kg ·m2]

ホイールベース（l） 1.7 [m]

重心と前輪軸間の距離（lf） 0.999 [m]

重心と後輪軸間の距離（lr） 0.701 [m]

前輪コーナリングスティフネス (Cf ) 12500 [N/rad]

後輪コーナリングスティフネス (Cr) 29200 [N/rad]

前輪トレッド幅 (df ) 1.3 [m]

後輪トレッド幅 (dr) 1.3 [m]

前輪イナーシャ (Jf ) 1.24 [kg ·m2]

後輪イナーシャ (Jr) 1.26 [kg ·m2]

タイヤ半径 (r) 0.302 [m]

重心高 (hg) 0.51 [m]

2.1.1 インホイールモータ

本車両には駆動用モータとして東洋電機製造製アウターロータ型インホイールモータが 4輪全てに搭

載されている。このモータはダイレクトドライブ方式を採用しており，ギアを介さないためバックラッ

シュの影響を受けず，路面からの反力が直接モータへと伝わる。そのため，ギアによる損失がなくトル

ク指令値に対し正確なトルクを出力することが可能であり，駆動力やトルクを用いる各種制御手法に有

効である。1輪あたりに発生可能な最大トルクは前輪が±500 Nm，後輪が±530 Nmである。前後輪イ

ンホイールモータの外観を図 10に，その仕様を表 2に示す。

Fig. 10:インホイールモータ

2.1.2 電動アクティブ前後輪操舵 (Electric Power Steering : EPS)

電動パワーステアリング（Electric Power Steering : EPS）用にmaxon社製 250 Wモータを前後輪操舵

部に取り付けており，角度指令によるアクティブ前後輪自動操舵が可能である。EPSの外観を図 11に

– 11 –



Tab. 2:インホイールモータ諸元
前輪 後輪

製造 東洋電機製造

形式 ダイレクトドライブ式

アウターロータ―型

定格トルク 110 Nm 127 Nm

最大トルク 500 Nm 530 Nm

定格出力 6.00 kW 6.00 kW

最大出力 20.0 kW 25.0 kW

定格速度 382 rpm 450 rpm

最大速度 1110 rpm 1200 rpm

冷却方式 空冷

示す。最大操舵角は前輪が±0.35 rad，後輪が±0.15 radである。

Fig. 11:EPS用モータ

2.1.3 AUTOBOX-DS1103

車両制御コントローラに dSPACE社の AUTOBOX-DS1103を使用している。MATLAB/simulink モデ

ルからCコードを生成し，駆動用モータ及び EPSを制御する。豊富な数の AD，DA，エンコーダ chを

持ち，パソコンに接続してアプリケーション「Control Desk」により各センサ値のリアルタイムモニタ

ができる。リアルタイムにパラメータのチューニングやグラフのプロットが可能であるため，実験を行

うのに非常に優れている。また簡単な操作でデータを保存し，MALTAB でグラフを作成できる。さら

に耐震性に優れており，8 Vから 60 Vと非常に幅広い電圧で起動する。AUTOBOX-DS1103の外観を図

12に示す。
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Fig. 12:AutoBox-DS1103

2.1.4 バッテリ

エネルギー密度が大きいことからEV用のエネルギーソースとして注目されているリチウムイオン電池

が搭載されている。1セル 16 Vの電池を 10個直列に接続して 160 Vとし，昇圧チョッパによって 320 V

に昇圧している。充電は高砂の直流安定化電源を用い，各セルの電圧をモニタリングしながら行う。

さらに，AUTOBOXやインバータの制御電源，前後輪 EPS用の電源として強電用と同じタイプのリ

チウムイオン電池を 3モジュール搭載している。使用したリチウムイオン電池の外観を図 13に示す。

Fig. 13:FPEV2-Kanonのリチウムイオン電池
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Fig. 14:車両モデル

Fig. 15:車輪の回転運動モデル

2.2 車両モデル

2.2.1 車両の運動方程式

四輪独立駆動とアクティブ前後輪操舵が可能な車両についてのモデル化を行う。対象車両モデルを図

14に示す。前後輪操舵角 δiが十分小さい場合の車両の重心点の前後方向，横方向，ヨー軸周りの回転

方向の方程式を式 (2-1)–(2-5)に示す。ただし，Fxall は車両重心点の前後力，Fyallは車両重心点の横力，

Nz は制駆動力差モーメント，Ntは横力モーメント，Mz は車両重心点周りのヨーモーメントとし，Fxij

は各輪の制駆動力，Fyij は各輪の横力，diは前後輪トレッド幅，liは前後軸重心間距離とする。ここで，

添え字 iは前後 (f, r)のいずれか，j は左右 (l, r)のいずれかを表す。

Fxall = Fxfl + Fxfr + Fxrl + Fxrr (2-1)

Fyall = Fyfl + Fyfr + Fyrl + Fyrr (2-2)

Nz = −
df
2
(Fxfl − Fxfr)−

dr
2
(Fxrl − Fxrr) (2-3)

Nt = lf (Fyfl + Fyfr)− lr(Fyrl + Fyrr) (2-4)

Mz = Nz +Nt (2-5)

車輪の回転方向の運動方程式は図 15より次式で表される。

Jiω̇ij = Tij − rFxij (2-6)

ここで，Jiは車輪回転部のイナーシャ，ωij は車輪角速度，Tij はモータトルク，rは車輪半径である。

各輪タイヤ横すべり角が十分に小さいとき，車両はロール運動を無視速度を一定と仮定する線形二輪車
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両モデルとみなせる [41]。この二輪モデルから車両の 2つの運動方程式が求まる．

mV

(
dβ

dt
+ γ

)
= 2Yf + 2Yr

=−2Cf

(
β+

lf
V
γ−δf

)
−2Cr

(
β− lr

V
γ

)
(2-7)

I
dγ

dt
= 2lfYf − 2lrYr +Nz

=−2Cf

(
β+

lf
V
γ−δf

)
lf+2Cr

(
β− lr

V
γ

)
lr+Nz (2-8)

ここで，Cf , Crはコーナリングスティフネス，βは車両横滑り角，γは車両重心点におけるヨーレート，

αf , αrは前後輪の車輪横滑り角，δf は前輪舵角，mは車両重量，V は車両速度，I は車両慣性である．

また，このとき前後輪のコーナリングフォース Fyiはタイヤ横すべり角に比例し，前後輪の横力はこ

れに等しいとみなせる。そのため，前後輪の各横力は以下のように近似できる。

Fyfj ≃ Fyf = −
Cf

1 + Tfs
αf = −Cf

(
β +

lf
V
γ − δf

)
(2-9)

Fyrj ≃ Fyr = − Cr

1 + Trs
αr = −Cr

(
β − lr

V
γ − δr

)
(2-10)

ここで，タイヤ横力はタイヤ横滑り角に対して一次遅れの応答をすることが知られており，Tiは時定数

である。

各輪の垂直荷重 Fzij は，車両重量m，ホイールベース li，ロール剛性前後配分比 ρi，重心高 hg，前

後・横方向加速度 ax, ay を用いて以下のように表せる。

Fzfl =
1

2

lr
l
mg − axM

hg
2l

− ρfaym
hg
df

(2-11)

Fzfr =
1

2

lr
l
mg − axM

hg
2l

+ ρfaym
hg
df

(2-12)

Fzrl =
1

2

lf
l
mg + axM

hg
2l

− ρraym
hg
dr

(2-13)

Fzrr =
1

2

lf
l
mg + axM

hg
2l

+ ρraym
hg
dr

(2-14)

2.2.2 摩擦円の関係

Fig. 16:摩擦円の関係
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Fig. 17:µ− λ特性の一例

車両安定化のために，各輪の制駆動力 Fxij と横力 Fyij および垂直荷重 Fzij ,各輪における最大摩擦係

数 µij は常に次式を満たさなければならない。√
F 2
xij + F 2

yij ≤ µFzij (2-15)

この関係を摩擦円と呼び図 16に示す。この式より各輪に発生する合力ベクトルの最大摩擦力に対する

比を摩擦円使用率として各輪の負荷率 ηij を次のように定義する。

ηij =

√
F 2
xij + F 2

yij

µFzij
≃

√
F 2
xij + F 2

yi

µFzij
(2-16)

ηij は 1に近いほどタイヤ力の限界に近いことを表す。

2.2.3 タイヤの運動モデル

制駆動時ではタイヤの弾性変形により車輪速と車体速の間に差が生じる。そのときの各輪のスリップ

率 λij は次式で定義される。

λij =
Vωij

− V

max(Vωij
,V , ϵ)

(2-17)

ここで，ϵは零割を防ぐ微小な定数である。

各輪に発生するタイヤの駆動力とドライビングスティフネスDsij はスリップ率 λij，垂直抗力 Fzij，

摩擦係数 µij より次式で与えられる。

Fxij = µijFzij (2-18)

Dsij =
dFxij

dλij

∣∣∣∣
λij=0

(2-19)

µとλij の関係は路面摩擦係数によって変化し図 17に示す関係があることが知られている [58]。µが最

大，最小となるスリップ率 λpeak,p, λpeak,nが存在し，λpeak,n ≤ λij ≤ λpeak,pの範囲では µはλij の単調

増加関数とみなすことができ，その範囲を超えると µは飽和し，非線形の特性をもつ。
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Fig. 18:無限大ノルム最小化と 2ノルム最小化の比較

2.3 車両安定化を目的としたタイヤ力配分則

2.3.1 従来法とその問題点

低 µ路への進入やタイヤに過剰な負荷をかけることにより生じるタイヤのスリップはグリップ力の急

激な低下を引き起こす。そのため，車両はどれか 1輪でもスリップすると，指令した駆動力及び横力が

出力できなくなることから横滑りが生じ，車両全体の安定性が損なわれる。この対策として，四輪独立

駆動電気自動車を用いて，式 (2-16)で表されるタイヤ負荷率や，式 (2-17)のスリップ率の最大値を抑制

するような駆動力・横力配分をする研究がある。

一般的にこの問題を解くためには探索や反復計算を必要とするため [32][36]，数msというモータの

応答時間内で計算することが難しい。そのため，従来手法ではMinimax問題の近似解法として，タイヤ

負荷率の二乗和を最小化する配分則が広く用いられてきた [37][38]。

しかし，この二乗和最小化法は重み付き擬似逆行列を用いるため，高速に解を求めることができる一

方で，最小化しているのは負荷率の 2ノルムであるため，各輪の重み関数である輪荷重に偏りが生じる

ことで無限大ノルム最小化の解から逸脱するという問題がある。そのため，まず始めにMinimax問題を

解く際に 2ノルム最小化による近似を用いることによる問題点と，無限大ノルム最小化手法を考慮する

必要性について説明する。

例として x1, x2を変数，y, a, bを定数としたとき，拘束条件 y = ax1 + bx2を満たす解 x1, x2につい

て考える。これを行列の形に直すと次のように表される。

b =
[
a b

] [x1
x2

]
(2-20)

これは変数が拘束条件に対して 1つの冗長性を持つため，無数の解が存在する系である。この条件にお

いて，2ノルム最小化の解と無限大ノルム最小化の解の比較を行う。ここで，2ノルム最小化の解は原
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点を中心とした円が初めに解空間の直線に接する点，無限大ノルム最小化の解は原点を中心とする正方

形が初めに解空間の直線に接する点に相当する。これを図示したものを図 18に示す。

図 18(a)より，各変数 x1, x2の係数 a, bが等しい場合は 2ノルム最小化の解は無限大ノルム最小化の

解と一致することが確認できる。そのため，この条件下では二乗和最小化手法は xiの無限大ノルムの

最大値を抑制することが可能である。しかし，係数 a, bに差が生じた場合については，図 18(b)のよう

に解空間の直線に対する円と正方形の接点は異なる位置となる。そのため，aと bに差違がある場合で

は 2ノルム最小化の解は無限大ノルム最小化の解から乖離し，性能が劣化するといえる。この性質は 2

次元に限らず，さらに高次元になっても同様となる [56]。

ここで，車両の駆動力・横力配分について考えると，xiをタイヤ負荷率 ηij としたとき，係数 a, bは

輪荷重 Fzij に相当する。つまり，ηij の二乗和最小化を用いて駆動力・横力配分を行うと，輪荷重に偏

りがある車両や，加減速・旋回時のように荷重変動が生じる場合には車両安定化のための最適な配分を

行うことができない。さらにいえば，このようにタイヤのグリップ力を積極的に使用している場合にこ

そタイヤ負荷率が上昇し，スリップを引き起こしやすくなるため，車両安定化制御を目的として負荷率

の二乗和最小化法を用いることは適当でないといえる。そのため，電気自動車の高応答性を損なわない

計算量で最大タイヤ負荷率max(ηij)を最小化する配分を行うことは，車両の更なる安全性の向上のため

に必要不可欠である。

そのため，この問題を解決する手法として，次節にて Equal Magnitude Property[56][57]という冗長シ

ステムにおける無限大ノルム最小化解の定理とその車両制御への適用について説明する。

2.3.2 Equal Magnitude Property(EMP)と車両モデルへの適用

EMPとは b ∈ Rm, x ∈ Rn, A ∈ Rn×m(n > m)としたとき，冗長性を有する線形システム b = Axに

おいて，min(maxxi)を満たすための xの性質であり，次のように表される。

定理 . 冗長システム b = AxにおけるMinimax問題の解 xiの組は，少なくとも n−m+ 1個の大きさ

が等しく，かつその値は最大値を取る。

この定理について式 (2-20)の系を例にとると，min(maxxi)を満たす条件はn = 2,m = 1より2−1+1 =

2個の xiの大きさが等しく，かつそれが最大値となることである。この条件を満たす xiがMinimax問

題の解となっていることは，図 18からも明らかである。

車両運動に関しても，第 2章で述べたようにいくつかの近似を適用することで車両を線形二輪モデル

として扱うことができる。つまり，この EMPを冗長性のある車両運動に適用することで，タイヤ負荷

率 ηij のMinimax問題を満たす条件を基に，max(ηij)を最小化する各輪の駆動力及び横力も同様に求め

ることができると考えられる。

この性質を車両における最大負荷率の最小化問題に適用するためには，bを [Fxall，Fyall，Mz]T，x

を [ηfl, ηfr, ηrl, ηrr]T とすると，次のような形にすることが望ましい。


Fxall

Fyall

Mz

 = A


ηfl

ηfr

ηrl

ηrr

 (2-21)
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この式の右辺を車両の線形二輪モデルを基にして適切に設定することにより，EMPを用いることによ

りmax(ηij)を最小化する ηij の条件及びその値を求めることができる。
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第 3章

瞬間スプリット低µ路における最大スリップ

率最小化のための駆動力配分

3.1 手法概要

本章では，瞬間スプリット低 µ路での総駆動力維持を目的とした 4輪駆動力配分法について述べる。

本手法ではトラクション制御として駆動力制御法を適用しており，高 µ路から低 µ路に差し掛かる際に

はスリップを抑制するように駆動力を減少させることで駆動力の飽和を防いでいる。ここで，加速中に

ホイールベースより短い瞬間低 µ路に進入することを想定すると，駆動力を四輪均等配分する手法では

瞬間的な駆動力の低下やヨーモーメントの発生により，ドライバーは乗り心地に違和感を感じてしまう。

本条件においては、指令値をアクセルによる総駆動力，ハンドル操作による総ヨーモーメントとし，

この制約条件を満たすように四輪の駆動力を配分することで低下した駆動力を他の車輪で相互補償する

ことができる。さらに，タイヤの最大スリップ率を最小化するように駆動力を配分することで，高 µ路

から µ路に差し掛かる際の瞬間的なスリップを最大限抑制し，車両安定化を実現することが可能である。

この有効性に着目した駆動力配分手法の先行研究がいくつか存在する。この手法として，第 2章で述

べたように一般的にはMinimax問題を実時間で解くことは難しいため，この近似解法としてスリップ

率の二乗和最小化法を用いたものが主に挙げられる [37]。しかし，この手法は各輪の状態によっては最

適解から乖離するという問題を有する。そのため，このことを考慮して評価関数に適切な重みを設定す

ることにより，最適解に近づける研究が報告され，その有効性が示されている [4, 39]。しかし，この手

法でも最小化しているのは評価関数の二乗和であり，Minimax問題の解を常に満たす条件である保証は

ない。

そこで本章ではこの点に着目して，最大スリップ率を最小化するための条件を陽に考慮した駆動力配

分手法を提案する。その際，第 2章で説明した EMPをインホイールモータ車の冗長なシステムに拘束

条件として付加することにより．常に最大スリップ率の最小化を保証した駆動力配分を瞬時に求めるこ

とができる。瞬間スプリット低 µ路における加速を想定し，シミュレーション及び実験にて提案手法の

有効性を検証する。
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Fig. 19:駆動力オブザーバ (DFO)

3.2 トラクション制御系の設計

駆動力配分手法の説明の前に，本節では瞬間低 µ路上のトラクション制御として用いる駆動力制御法

と，駆動力配分の際に用いるスリップ率とドライビングスティフネスの推定手法について説明する。

3.2.1 駆動力オブザーバ

式 (2-6)において，車輪のイナーシャJ，車輪半径 r は定数であり，永久磁石同期モータに取り付け

られる回転角センサよりモータ角速度 ωは取得可能である。また，EVの利点の一つとしてモータトル

ク T が検出可能であることから，図 19に示すように駆動力オブザーバ（Driving Force Observer : DFO）

[59]を構成することで，タイヤにとっては反力（外乱）として発生している駆動力 Fdが推定可能であ

る。なお，本稿ではモータの電流制御系が十分速く正確であると仮定し，モータトルク指令値 T ∗を推

定に利用する。

3.2.2 駆動力制御法

トルクを指令値とすると，タイヤがスリップした場合には式 (2-6)の駆動力が大きく減少するため，タ

イヤが空転する恐れがある。そのため本稿では滑りやすい路面でも安定した走行を行うために駆動力制

御法 [2]を用いる。

駆動力制御法のブロック図は図 1に示した通りである。本制御手法におけるアウターループが駆動力

ループとなっており，インナーループは車輪速制御ループによるスリップ率制御となっている。式 (2-6)

より各輪に生じる駆動力はモータトルク指令値 Tij
∗と車輪速 ωij の外乱として駆動力オブザーバにより

推定することができる。Fxij
∗は駆動力指令値，F̂xij は駆動力オブザーバによる推定値である。

スリップ率 λij は駆動時（Vωij
≥ V）と制動時（Vωij

< V）で定義が異なり，制御する上では不都合
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である。そのため次式で定義される操作量 yij を導入する。

yij =
Vωij

V
− 1 (3-1)

これは制動時のスリップ率と同じ定義であり，駆動時の yijとλij の関係は以下のようになる。

yij =
λij

1− λij
(3-2)

λij = 0近傍では yijはλijとほぼ等しく，それ以外の領域においても両者は一対一の関係にある。式 (3-1)

より車輪速指令値 Vωij

∗は次式で表される。

Vωij

∗ = (1 + yij)V (3-3)

式 (3-3)より停車時 (V = 0)は yij を 0以上の値にしても常に Vωij

∗ = 0となるので発進することができ

ない。そこで，V がある微小な値 σ より小さい領域では次式のように指令値を変更することで，常に

Vωij
= 0となるのを防ぐ。{

Vωij

∗ = V + yijσ (V < σ)

Vωij

∗ = V + yijV (V ≥ σ)
(3-4)

式 (2-19)より |λij |が十分小さい領域では Fxij = Dsijλijとおける。また，車輪速制御が十分速く，常に

yij = λij が成立すると仮定すると，yijと Fxij は次式のような関係となる。

Fxij = Dsijλij ≃ Dsijyij (3-5)

よって，駆動力制御コントローラはKIを積分器のゲインとする I制御とし，初期値は非駆動状態を想定して

yij0 = 0とする。この積分器に積分値の上限 yijmaxと下限 yijminを設け，yijの値を yijmin ≤ yij ≤ yijmax

に制限することで，µijが λijの単調増加関数となる領域にスリップ率を制限することができるため，ト

ラクション制御が可能となる。

3.2.3 スリップ率推定

車体に取り付けられた加速度センサとレゾルバより前後加速度 ax，車輪角速度 ωij を取得し，スリッ

プ率推定 [3] を行う。

˙̂
λij =

ω̇ij

ωij
(1 + λ̂ij)−

ax
r2ωij

(1 + λ̂ij)
2 (3-6)

式 (2-17)より Vij を次式で推定し，各輪 Vij の平均値を車体速 V とする。

Vij =
rωij

1 + λ̂ij

(3-7)
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3.2.4 ドライビングスティフネス推定

式 (3-5)よりスリップ率が十分小さい領域では Fxij = Dsijλij の関係があるため，逐次最小二乗法が

利用可能である。そのため F̂xij と λ̂ij の間に忘却係数 wを用いれば D̂sij が推定できる。あるサンプル

点 kにおける D̂sij は次式で推定される。

D̂sij(k) = D̂sij(k − 1)− Γ(k − 1)λ̂ij(k)

w + λ̂ij(k)Γ(k − 1)λ̂ij(k)

×[λ̂ijD̂sij(k − 1)− F̂xij(k)] (3-8)

Γ(k) =
1

w
[Γ(k − 1)− Γ(k − 1)λ̂ij

2
(k)Γ(k − 1)

w + λ̂ij(k)Γ(k − 1)λ̂ij(k)
(3-9)

スリップ率が小さい場合，λ̂ij が微小になるため D̂ij の信頼性が低下する。そこで，|λ̂ij | < 0.005の場

合には D̂ij(k)と Γ(k)は更新しない。また，D̂ij(k)の下限値を 1000に設定した。

3.3 二乗和最小化法による駆動力配分（従来法）

タイヤのスリップ率 λij が上昇して空転領域に達すると，駆動力が飽和するためタイヤが空転する。

ドライバーがある総制駆動力指令値 Fxall
∗を与えたときに各輪の駆動力飽和を防ぐには，各輪のスリッ

プ率 λijを抑制するようにFxall
∗を配分する必要がある。そのため，総制駆動力指令値Fxall

∗およびヨー

モーメント指令値Mz
∗を満たし，かつ λijの二乗和が最小となるように各輪の駆動力指令値を生成する。

車両の前後方向・ヨー方向の式をまとめると次式となる。

 1 1 1 1

−
df
2

df
2

−dr
2

dr
2



Fxfl

Fxfr

Fxrl

Fxrr

 =

[
Fxall

Mz

]
(3-10)

ここで，左辺の係数行列をA，駆動力の列ベクトルを x，右辺の指令値の列ベクトルを bとする。

式 (3-5)より |λij | ≪ 1の領域にある各輪のスリップ率 λij は次式より求められる。

λij =
Fxij

Dsij
(3-11)

評価関数 J をスリップ率 λij の二乗和とする。

J =
∑
i=f,r

∑
j=l,r

(λij)
2

=
Fxfl

2

Dsfl
2 +

Fxfr
2

Dsfr
2 +

Fxrl
2

Dsrl
2 +

Fxrr
2

Dsrr
2

= xTWx (3-12)

この評価関数 J を最小化する重み付き最小二乗解は次式となる。ただしW は重み行列である。

xopt = W−1AT (AW−1AT )−1b (3-13)

W = diag

(
1

Dsfl
2 ,

1

Dsfr
2 ,

1

Dsrl
2 ,

1

Dsrr
2

)
(3-14)
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3.4 EMPを用いた四輪駆動力配分 (提案法)

先に述べた通り，従来法であるスリップ率の二乗和最小化手法をベースとした駆動力配分法では，い

かなる状況でも最大スリップ率を最小化できるという保証がない。そのため，本節では EMPを用いた

最大スリップ率を最小化する条件を陽に求め，それを系の拘束条件に付加することで最大スリップ率を

抑制する最適な駆動力配分を求める手法について説明する。

まず，EMPを直進における最大スリップ率の最小化問題に適用するために，式 (3-10)を式 (3-11)の

関係を用いることで次式のように変形する。

 Dsfl Dsfr Dsrl Dsrr

−
df
2
Dsfl

df
2
Dsfr −

dr
2
Dsrl

dr
2
Dsrr



λxfl

λxfr

λxrl

λxrr

 =

[
Fxall

Mz

]
(3-15)

ここで，min(max(λij))を満たすためには EMPにより n−m+ 1個の解が等しい，つまり 4− 2 + 1 = 3

個の λijの大きさが等しく，かつ直進を想定しているためその符号が等しくなる。そのためEMPを満た

す解の条件は以下のいずれかとなる。
(a) λfl = λfr = λrl

(b) λfl = λrl = λrr

(c) λfl = λfr = λrr

(d) λfr = λrl = λrr

(3-16)

この 4つの条件について事前に解析解を求めておき，タイヤの滑りやすさを表す変数Dsij に注目して

次のような場合分けをすることでmin(max(λij))を満たす解を見つけることができる。

式 (3-15)について，ヨー方向の方程式を展開すると次式のようになる。ただし，ここでは直進を想定

しているためMz = 0とする。

df
2
Dsfrλfr +

dr
2
Dsrrλrr =

df
2
Dsflλfl +

dr
2
Dsrlλrl (3-17)

ここで，EMPによりmin(max(λij))を満たす λij は次のような関係をもつ。

λkm = λlm = λkn = a， λln = b (a ≥ b) (3-18)

ただし，k, lは前後輪，m, nは左右輪を表す添え字である。

次に，式 (3-18)の関係を式 (3-17)に代入すると，2a ≥ a + bとなるのでDsij について以下の関係が

成り立つ。

df
2
Dskn +

dr
2
Dsln ≥

df
2
Dskm +

dr
2
Dslm (3-19)

これらの関係は逆についても成り立つ。つまり推定されたDsij について，式 (3-19)の関係が成り立つ

ときmin(max(λij))となる λij は式 (3-18)の関係となる。具体的な条件を以下に示す。

if

df
2
Dsfr +

dr
2
Dsrr ≥

df
2
Dsfl +

dr
2
Dsrl (3-20)
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Fig. 20:推定したドライビングスティフネスに基づく場合分け 1

Fig. 21:推定したドライビングスティフネスに基づく場合分け 2

then λfl = λfr = λrl = a1 λrr = b1

or λfl = λrl = λrr = a2 λfr = b2

else if

df
2
Dsfr +

dr
2
Dsrr ≤

df
2
Dsfl +

dr
2
Dsrl (3-21)

then λfl = λfr = λrr = a1 λrl = b1

or λfr = λrl = λrr = a2 λfl = b2

これは，式 (3-20)が成り立つときは図 20に示すように左輪が滑りやすく，正のモーメントを発生する

条件であるため左輪側の λijが最大になる条件である。また，式 (3-21)が成り立つときは図 21に示すよ

うに右輪が滑りやすく，負のモーメントを発生する条件であるため右輪側の λij が最大になる条件であ

ることを表している。

そして，場合分けによって求まった 2つの λij の解析解に変数 Fxall，Mz，Dsij を代入することで解

となる λijを求める。その後，|λij |の最大値 |ai|，|λij |の最小値 |bi|に着目して，残った 2個の条件につ

いて次の場合分けを行い，式 (2-19)を用いることで最終的な駆動力配分を決定する。

(a) 2つの |ai|に差がある場合
|ai|が小さい方が解の条件
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Fig. 22:駆動力配分のフローチャート
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Fig. 23:トラクション制御のブロック線図

(b) 2つの |ai|が同じである場合
|bi|が大きい方が解の条件
ただし (b)は最大スリップ率が同じ値となっているときには，Dsij が大きいタイヤのスリップ率を最小

にするための場合分けである。

この駆動力配分法のフローチャートを図 22に示す。このように EMPを利用することで少ない計算負

荷で最大スリップ率を最小化する駆動力配分を求めることができる。
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Fig. 24:トラクション制御のシミュレーション及び実験条件

3.5 瞬間スプリット低µ路の加速シミュレーション

3.5.1 シミュレーション条件

これまでに述べた手法をまとめると図 23のような制御系となる。この制御系を用いて次に示すトラ

クション制御のシミュレーションと実験を行う。

図 24に示すような長さ 0.9 m,µlow =0.2の低 µ路を車体の 2 m前方に設定した。ただし高 µ路は乾

いたアスファルトを想定して µhigh = 0.8とした。また，静止している車両に直進走行を想定してモー

メント指令値Mz
∗ = 0 Nm,総駆動力指令値 Fxall

∗ =2000 Nを与えて加速させた。

制御器のパラメータは駆動力制御器の積分ゲインKI = 0.01,駆動力オブザーバの時定数 τ = 30 ms

とした。式 (3-2)に示す操作量 yij の上限値はスリップ率 λij = 0.2に相当する yijmax = 0.25とした。式

(3-4)における微小量 σ =0.5とした。車輪速制御の比例積分器は式 (2-6)において Fxij の項を無視した

プラント 1/Jisに対し，極が− 20 rad/sとなるように極配置法により決定した。Dsij 推定において忘却

係数は w = 0.995とした。

従来法を総駆動力を 4輪に均等配分した手法とスリップ率の二乗和最小化による配分法，提案法を

EMPを利用した配分法としてシミュレーションによって比較を行った。

3.5.2 シミュレーション結果

従来法及び提案法における瞬間スプリット低 µ路における加速走行のシミュレーション結果をそれぞ

れ図 25，26，27に示す。

まず均等配分法によるシミュレーション結果を図 25に示す。図 25(b)より，右前輪と右後輪が低 µ路

に差し掛かったところで駆動力が不安定になっている。特に加速時にスリップしやすい右前輪において

駆動力飽和飽和が起きており，その結果図 25(a)よりスリップ率が最大 0.26付近まで上昇している。ま

た，図 25(c)より低 µ路上における駆動力の減少の影響よって，総駆動力が指令値に追従できていない。
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Fig. 25:駆動力均等配分法におけるシミュレーション結果

さらに，駆動力の減少により左右の車輪において駆動力差が生じ，図 25(d)のように予期しないヨーモー

メントが発生している。

二乗和最小化によるシミュレーション結果を図 26に示す。図 26(b)，26(c)より，総駆動力と総ヨー

モーメントの値を拘束条件として駆動力配分を行っているため，駆動力の相互補完はおおむね実現でき

ている。しかし，本手法では後輪側に過剰に駆動力を配分しており，車両はほぼ後輪駆動と同様の状態

になっている。そのため，右前輪が低 µ路に差し掛かってもスリップ率の上昇はほとんど見られないが，

その分右後輪が低 µ路に差し掛かると瞬間的に駆動力を補完しきれず，図 26(a)のようにスリップ率が

0.26まで上昇している。この影響により，図 26(c), 26(d)のように，瞬間的に総駆動力が減少し，この

駆動力差によってヨーモーメントが発生している。

EMPに基づく手法によるシミュレーション結果を図 27に示す。この図 27(b)に示すような駆動力配

分は，最大スリップ率を最小化することが EMPにより補償されているため，スリップ率は図 27(a)のよ

うに高 µ路，低 µ路のどちらにおいても従来法と比較して低減できている。また，スリップ率の最大値

も 0.11付近に抑えられており，この駆動力配分によって瞬間低 µ路におけるスリップ抑制効果が確認で

きる。このため，図 27(c), 27(d)のように総駆動力とヨーモーメントは瞬間低 µ路上でも指令値から離

れず，ドライバーの乗り心地の向上効果が確認できる。
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Fig. 26:二乗和最小化法におけるシミュレーション結果
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Fig. 27:提案法におけるシミュレーション結果
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Fig. 28:トラクション制御の実験風景

3.6 瞬間スプリット低µ路の加速実験

瞬間スプリット低 µ路の加速試験をシミュレーションと同様の条件で実験を行った。高 µ路は乾い

たアスファルトを，低 µ路は水に濡らした高分子シートによって µ = 0.2程度の路面を再現した。実験

の様子を図 28に示す。瞬間スプリット低 µ路における加速走行の実験の結果をそれぞれ図 29，30，31

示す。

均等配分法による実験結果を図 29に示す。図 29(b)より右前後輪が低 µ路に差し掛かると，駆動力は

瞬間的に不安定になっている。また，特に右前輪は低 µ路上で駆動力飽和を起こしており，それによっ

て図 29(c)，29(d)のように総駆動力の減少と左右輪の駆動力差の影響によるモーメントが発生し，ドラ

イバーに違和感を与える結果となっている。さらに，スリップ率も図 29(a)のように最大 0.25付近まで

上昇し，高 µ路上の走行と比較してもスリップの危険が高まっていることが確認できる。

二乗和最小化による実験結果を図 30に示す。シミュレーションと同様に，駆動力は図 30(b)のように

後輪に過剰に配分されており，車両は後輪のみで駆動している状態となっている。また，後輪が低 µ路

に進入して駆動力が低下した際に，前輪にて駆動力の補完が行われているが，総駆動力は図 30(c)のよ

うに低下していることから，低 µ路上での駆動力は補完しきれていないといえる。そのため，駆動力差

によって図 30(d)のようなヨーモーメントが発生している。スリップ率に関しても図 30(a)より右後輪

が低 µ路上に進入した際に約 0.22まで上昇していることが確認できる。以上より，スリップ率の二乗和

最小化法では加速時には駆動力橋分が後輪に偏るため，瞬間的に低 µ路に進入する際には駆動力を補完

しきれず，スリップを引き起こす可能性があることがわかる。

EMPに基づく手法による実験結果を図 31に示す。駆動力の配分は図 31(b)のようになっており，車

輪が低 µ路上に進入しても総駆動力は図 31(c)のように指令値に追従することができている。このため，

この配分法によって駆動力の低下を他の車輪によって適切に補完することができていることが確認でき

る。そのため，従来法と比較して左右輪の駆動力差も低減されており，図 31(d)のように意図しないモー

メントが抑制されていることが確認できる。スリップ率についても，図 31(a)より最大値が約 0.14となっ

ており，従来法と比較してもスリップしにくい配分となっており，車両安定性の向上が実現できている

ことが確認できる。

以上により，瞬間スプリット低 µ路におけるトラクション制御においてはEMPを用いた提案法によっ

て均等配分法や二乗和最小化法と比較して，スリップ率の抑制による車両安定性の向上と駆動力の相互
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Fig. 29:駆動力均等配分法における実験結果
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Fig. 30:二乗和最小化法における実験結果
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Fig. 31:提案法における実験結果

補完によってドライバーの乗り心地向上が実現できることをシミュレーション及び実車を用いた実験に

て確認することができた。

補足として，本手法は直進車両モデルに EMPを用いることで最大スリップ率を最小化する拘束条件

を付加する方法であったが，駆動力の配分のみを行う場合は，より一般的な考え方で解を求めることが

できる。その手法を利用した最大負荷率を最小化する駆動力の求め方を第 6章で説明する。また，その

手法を用いて本章のような瞬間低 µ路における最大スリップ率を最小化する駆動力を求める手法を付録

Bにて悦明する。

3.7 駆動力配分に関する考察

実験においてスリップ率の二乗和最小化法では駆動力が後輪に過剰に配分されていたが，本節ではこ

のかような配分となった理由について考察する。本稿では，駆動力配分則は式 (3-8), (3-9)から求めたド

ライビングスティフネスの推定値を基に決定している。そこで，実験にて推定した二乗和最小化法及び

提案法におけるドライビングスティフネスを図 32(a), 32(b)にそれぞれ示す。

二乗和最小化法では図 18(a)の関係からスリップ率の最大値を最小化する解から乖離した駆動力配分

を行う。ただし，このとき図 18(a)における係数 a, bはドライビングスティフネスDsij に相当する。そ

のため，二乗和最小化法ではDsij が大きくスリップしにくい車輪において駆動力を大きくするような

配分となる。その結果，Dsij はスリップ率に対する駆動力の比によって決定することから，図 32(a)の

ように前輪のDsijは下限のリミットに達しており，後輪のDsijは徐々に大きくなり上限に達している。
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Fig. 32:実験におけるドライビングスティフネスの推定結果

一方提案法では，EMPによって常に 3輪以上のスリップ率が等しいという拘束条件が式 (3-15)の車両

の直進時の運動方程式に付加されている。これによって，Dsij がどのような関係となっても最大スリッ

プ率が最小化されることが保証されている。その結果，駆動力は図 31(b)のようになり，Dsij の推定値

も加速時は荷重変動により前輪に対して後輪が大きくなる，低 µ路上の車輪は小さくなるといった特徴

を捉えた波形となっている。

以上により，最大スリップ率を抑制する駆動力配分を求めるには，二乗和最小化法を用いることで最

適解から乖離してしまうことがわかる。それを解決する手段の一つとして，EMPを用いた変数の最大

値を最小化する条件を冗長な系に付加することにより最大スリップ率を抑制できることが可能である。
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第 4章

旋回を考慮した最大タイヤ負荷率最小化のた

めの駆動力・横力配分

4.1 手法概要

第 3章にて示した手法は，前後方向の運動のみを考慮した最大スリップ率の最小化問題であった。し

かし実環境上では，旋回時の運動も無視することができないため，車両安定化のためには横力による影

響も考慮する必要がある。そのためには，車両安定性の評価には制駆動時のタイヤの地面との粘着の度

合いを表すスリップ率を用いるのではなく，タイヤの摩擦円の関係から得られるタイヤ負荷率を用いる

ことが望ましい。それにともなって，旋回時の車両モデルは式 (3-10)に横力の拘束条件を付加したもの

になるため，EMPによる最大負荷率を最小化する条件も再構成する必要がある。

したがって，本章では第 3章における車両モデルにおける EMPの条件を拡張し，旋回運動を考慮し

た最大タイヤ負荷率最小化のための駆動力・横力配分法を提案する。本手法では，四輪独立駆動に加え

て総横力指令値を前後輪に配分するために前後輪アクティブ操舵を用いる。このとき，車両の横滑り角

が十分小さく，ロール運動を無視すると車両は線形二輪モデルとして扱うことができるため，この車両

モデルに対して EMPを適用することができる。本提案手法によって，従来法である二乗和最小化法と

比較して最大負荷率を低減できることを，加速旋回試験におけるシミュレーションン及び実験によって

確認する。

4.2 駆動力・横力・ヨーレート制御系の設計

4.2.1 全体の制御系

適用した制御系について説明する。ここでは，各輪の駆動力及び横力，車両重心点周りのヨーモーメ

ントが指令値に追従するように制御系を設計する。図 33にシステム全体のブロック図を示す。入力を

総駆動力 F ∗
xall，総横力 F ∗

yall，総ヨーモーメントM∗
z としたとき，次章で示す手法により駆動力 F ∗

xij 及

び横力 F ∗
yiを各輪に配分する。横力制御系に関しては式 (2-9), (2-10)をプラントとし，極配置法により
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Fig. 33:平面 3自由度制御系

極を決定する。駆動力 F̂xij はモータトルク指令値 T ∗
ij と車輪速 ωij から駆動力オブザーバ [59]により推

定される。ヨーレートに対しては P制御を行い,比例ゲインはNinから γへの伝達関数 1/Insに対し極

配置法で決定する。また，F̂xij，F̂yi，γよりヨーモーメントオブザーバ [7]を構成し，外乱モーメント

N̂dを補償する。さらに，駆動力及び横力配分において，各輪の最大摩擦力 µF̂zij を用いることで配分

比を決定する。ただし，本稿では各輪の最大摩擦係数 µを一定と仮定するため，配分比は各輪の輪荷重

F̂zij により決定される。

4.2.2 ヨーモーメントオブザーバ (YMO)

車両のヨー方向の運動方程式 (2-8)の右辺において，タイヤに発生するコーナリングフォースによる

ヨーモーメントをNt = 2lfYf − 2lrYrとし，さらに外乱ヨーモーメントNdを考慮すると，式 (2-8)は以

下のように表せる。

I
dγ

dt
= Nz +Nt +Nd (4-1)

Ndを外乱オブザーバで推定し，推定値 N̂dを補償するのが YMOである。ローパスフィルタのカットオ

フ周波数以下の領域では

γ =
1

Ins
Nin (4-2)

とノミナル化される。このとき，Nin はノミナル化されたプラントに対する，総ヨーモーメントによる

制御入力である。
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4.3 負荷率の二乗和最小化法（従来法）[38]

本章では旋回時の駆動力・横力配分において従来用いられてきた手法である負荷率の二乗和最小化に

よる手法について説明する [38]。これは，第 3章で紹介した手法を拡張して横力の拘束条件を追加し，

評価関数が負荷率の二乗和となるように重み付けを行うものである。

まず，車両を線形二輪モデルと仮定したときの運動方程式は式 (2-1)–(2-5)より次のように表される。


Fxall

Fyall

Mz

 =


0 0 1 1 1 1

2 2 0 0 0 0

2lf −2lr −df

2
df

2 −dr

2
dr

2





Fyf

Fyr

Fxfl

Fxfr

Fxrl

Fxrr


(4-3)

ここで,左辺の入力列ベクトル [Fxall Fyall Mz]
T を b，右辺の係数行列をA，横力及び駆動力の列ベクト

ル [Fyf Fyr Fxfl Fxfr Fxrl Fxrr]
T を xとする。µは全輪等しいとすると，各輪の負荷率の二乗和で表さ

れる評価関数 J は次のようになる。

J =
∑
i=f,r

∑
j=l,r

(µηij)
2

= xTWx

W = diag

(
1

F 2
zfl

+
1

F 2
zfr

,
1

F 2
zrl

+
1

F 2
zrr

,
1

F 2
zfl

,
1

F 2
zfr

,
1

F 2
zrl

,
1

F 2
zrr

)
(4-4)

ただし, W は重み行列である。Fzij は式 (2-11)–(2-14)より ax, ayを測定することで推定する。J を最小

化する重み付き行列最小二乗解は以下のようになる。

xopt = W−1AT (AW−1AT )−1b (4-5)

このようにして，計算負荷の大きい負荷率 ηij のMinimax問題を二乗和最小化問題に近似することで，

電気自動車の高応答性を損なわない計算量で駆動力及び横力を各輪に配分することができる。この負荷

率の二乗和最小化による配分は既報 [38]の通り，ヨーモーメントを左右輪に均等配分した場合と比べて

安定性が向上することが確認されている。

4.4 最大負荷率を最小化する駆動力・横力配分法

4.4.1 旋回を考慮した車両モデルへのEMPの適用

負荷率の二乗和最小化法を用いることによって，旋回項を考慮し制御入力の冗長性が増加した場合に

おいても直進時と同様に，実時間で解となる駆動力及び横力を求めることができる。しかし，この場合

においても最小化しているのは負荷率の 2ノルムであるため，各輪の重み関数である輪荷重に偏りが生

じることで無限大ノルム最小化の解から逸脱するという問題は依然存在している。そこで，本章ではこ

の問題を解決するために，第 3章で説明した EMPを用いた手法を拡張し，旋回項も考慮した負荷率の

Minimax問題を満たす駆動力・横力配分法について論じる。
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EMPを適用するためには，対象となる冗長システムは線形で表される必要がある。旋回を考慮した

車両運動に関しても，第 2章で述べたようにいくつかの近似を適用することで，車両を式 (4-3)に示す

ような線形二輪モデルとして扱うことができる。そのため，EMPを冗長性のある線形二輪モデルに適

用することで，タイヤ負荷率 ηij のMinimax問題を満たす条件を基に，max(ηij)を最小化する各輪の駆

動力及び横力も同様に求めることができると考えられる。

この性質を車両における最大負荷率の最小化問題に適用するためには，bを [Fxall，Fyall，Mz]T，x

を [ηfl, ηfr, ηrl, ηrr]T とすると，次のような形にすることが望ましい。


Fxall

Fyall

Mz

 = A


ηfl

ηfr

ηrl

ηrr

 (4-6)

この式に変換行列Aを適切に設定することにより，max(ηij)を最小化する ηij の条件及びその値を求め

ることができる。しかし，実際に求めるべき変数はmax(ηij)を最小化する Fxij，Fyiの 6変数であるた

め，直進時に限定した条件とは異なり，式 (4-6)により求まる 4つの ηij からではこれらの値は求めるこ

とができない。そこで旋回を考慮する場合は，負荷率を前後方向と左右方向に分解し，個別に考慮する

ことで，その合力である ηij が EMPを満たすような制御入力を求めることを考える。

4.4.2 EMPを利用した駆動力・横力配分法 (提案法)

まず，式 (4-3)で表される線形二輪車両モデルの運動方程式において，xを前後もしくは左右方向に

限定した負荷率 ηxij , ηyiで表すと次のようになる。


Fxall

Fyall

Mz

=µ


0 0 Fzfl Fzfr Fzrl Fzrr

2Fzf 2Fzr 0 0 0 0

2lfFzf　−2lrFzr−df

2Fzfl
df

2Fzfr −dr

2Fzrl
dr

2 Fzrr





ηyf

ηyr

ηxfl

ηxfr

ηxrl

ηxrr


(4-7)

ηxij =
Fxij

µFzij
, ηyi =

Fyi

µFzi
(4-8)

ここで，Fzf , Fzrは以下のように表される。

Fzf =

√
1

F 2
zfl

+
1

F 2
zfr

(4-9)

Fzr =

√
1

F 2
zrl

+
1

F 2
zrr

(4-10)

また，式 (4-6)の条件から，駆動力，横力，ヨーモーメントで表される 3つの入力値に対して 4つの ηij

の最大値を抑制するため，EMPによりMinimax問題の解は少なくとも 2つの ηijが等しいという条件が

成り立つ。つまり，この条件を満たす最適な負荷率 ηxij , ηyiの配分比の拘束条件を式 (4-7)に付加する

ことで，max(ηij)を抑制する Fxij , Fyiを一意に求めることができる。
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しかし，前後方向と左右方向を個別に考慮する事は，4輪の ηijの条件を ηxij , ηyiの 6変数で表すこと

と同義であるため，条件を満たす EMPの関係は無数に存在し，一意に求めることができない。そのた

め，解を一意に決定するために ηyfとηyrの最適な関係を調べ，これを既知と仮定することにより残りの

4つの ηxij に対して 4つの ηij を求める問題に置き換える。このような手順により ηij が EMPを満たす

適切な ηxij , ηyiの条件を求める。

まずは前述の通り，適切な ηyfとηyrの関係を調べる。前後輪における横負荷率の比
ηyr

ηyf
を kと定義す

る。ここで，式 (4-7)において，その冗長性を利用して kの拘束条件を次式のように付加する。


Fxall

Fyall

Mz

0

 = µ


0 0 Fzfl Fzfr Fzrl Fzrr

2Fzf 2Fzr 0 0 0 0

2lfFzf 　−　 2lrFzr −df

2 Fzfl
df

2 Fzfr −dr

2 Fzrl
dr

2 Fzrr

k −1 0 0 0 0





ηyf

ηyr

ηxfl

ηxfr

ηxrl

ηxrr


(4-11)

そして，kを変化させ，様々な kにおけるmax(ηij)の値を比較することで，max(ηij)を最小化する最適

な横負荷率の配分比 koptを求める。

このとき，各輪の駆動力はmax(ηij)を最小化するように遂次二次計画法で求めた。図 33の制御系を用

いて，定常旋回した場合における様々な速度 V，前輪操舵角指令値 δ∗hでの kとmax(ηij)の関係を図 34

に示す。この図より，一定速の条件下では V や δ∗hの値に関わらず，koptが約 1であることが確認でき

る。次に，加減速旋回時における koptの値を同様にして調べる。様々な V , δ∗hにおける制駆動力と kopt

の関係を図 35に示す。この図より，どの条件においても koptの値は定速時の 1を中央値とし，加減速

が大きくなるにつれ koptも増減していることが確認できる。これは，車両の加減速によって 4輪に荷重

変動が生じ，より荷重が大きく負荷率が上がりにくい車輪にて横力を大きく配分しているためである。

また，加速時における koptが 1000 N付近から減少しているが，これは加速時では荷重変動により車両

のアンダーステア特性が強まるため，定常円旋回を維持するために前輪に横力を配分しているためであ

ると考えられる。

以上より，どのような V , δ∗h, Fxallでも前後輪における横負荷率の配分比は k = 1付近において最適な

配分となることが確認できた。厳密には走行条件により koptの値は非線形に変動するが，この厳密解を

得るためには反復計算により計算負荷が増大する恐れがある。そのため，提案手法では駆動力・横力配
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分の最適化問題の簡易解法として，横負荷率の配分について以上の結果より次の仮定を用いる。

仮定 . 前輪と後輪における横方向の負荷率は等しい

ηyf = ηyr (4-12)

次に前後負荷率の配分について考える。そのためにまず，左右独立駆動から四輪独立駆動とすること

によって，車両にはどのような冗長性が生まれるかに立ち返る。左右独立駆動では次式 (4-13)のように

入力を総駆動力 Fxall，直接ヨーモーメントNz とすると，左右輪の駆動力 FxL, FxRは一意に求まる。[
Fxall

Nz

]
=

[
1 1

−df

2
dr

2

][
FxL

FxR

]
(4-13)

ここで，駆動輪を四輪独立駆動に拡張すると，FxL, FxRは次のように書き直せる。

FxL = Fxfl + Fxrl (4-14)

FxR = Fxfr + Fxrr (4-15)

そのため，四輪独立駆動にすることで制御入力には FxL, FxRをそれぞれ前後に配分するような自由度

が生まれるといえる。以上を考慮し，EMPの条件を満たす ηxij の条件を定める。上記の事柄と，先の

ηyiは前後輪で等しいという仮定により，次に示す配分とすることで適切な条件となる。

仮定に基づく条件 . 右前輪と右後輪，左前輪と左後輪における前後方向の負荷率は等しい

ηxfl = ηxrl, ηxfr = ηxrr (4-16)

この条件を定めることで，荷重変動が生じても指令値を満たしつつ前後輪が等しい負荷率となるように

駆動力を出力するため，駆動力による各輪の負荷率を均等化することができる。また，横負荷率におけ

る配分の仮定と，この前後負荷率の配分の仮定により，ηij は次のように表される。

η2fl = η2y + η2xil (4-17)

η2fr = η2y + η2xir (4-18)

η2rl = η2y + η2xil (4-19)

η2rr = η2y + η2xir (4-20)

式 (4-17)–(4-20)をまとめると，ηij の条件は次のようにまとめられる。

ηfl = ηrl, ηfr = ηrr (4-21)

条件 (4-21)から，この配分則により 2つ以上の ηij の大きさは常に等しく，かつ最大となることがわか

る。つまり，以上の配分により ηij は EMPを満たすことから，この ηxij . ηyiから求まる制駆動力及び横

力はmax(ηij)を抑制できると考えられる。
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Fig. 36:加速旋回のシミュレーション・実験条件

式 (4-11)に条件 (4-12)，(4-16)を加えると次式となり，式 (4-8)の関係から EMPを満たす駆動力 Fxij

と横力 Fyiを一意に求めることができる。

Fxall

Fyall

Mz

0

0

0


= µ



0 0 Fzfl Fzfr Fzrl Fzrr

2Fzf 2Fzr 0 0 0 0

2lfFzf 　−2lrFzr −df

2 Fzfl
df

2 Fzfr −dr

2 Fzrl
dr

2 Fzrr

1 −1 0 0 0 0

0 0 1 0 −1 0

0 0 0 1 0 −1





ηyf

ηyr

ηxfl

ηxfr

ηxrl

ηxrr


(4-22)

4.5 加速旋回シミュレーション

負荷率の二乗和最小化手法を従来法として，EMPを用いた提案法との比較を加速旋回のシミュレー

ションにて行う。本稿では，ロール剛性配分は簡単のため ρf = ρr = 0.5とした。車輪と路面間の摩擦

係数は乾いたコンクリートを想定し，µmax = 0.7とした。ヨーレート制御のゲインKpはヨーモーメン

ト指令値Ninからヨーレート γまでの伝達関数を 1
Ins
としたときに，閉ループ極が−5 rad/sとなるよう

に極配置法により求めた。また，横力制御の時定数は Tf = Tr = 0.1585 sとし，横力制御器のゲインは

プラントを式 (2-9), (2-10)としたときの閉ループの極が前後輪のどちらも−5 rad/sとなるよう極配置法

により求めた。車両横滑り角は横滑り角オブザーバ [60]を用いて取得した。

走行条件は図 36に示すように，車体速度 V = 20 km/hで走行中に前輪舵角指令を δ∗h = 0.05 rad与え，

その 2 s後に総駆動力指令として F ∗
xall = 1000 N与えて加速させる。このとき，ヨーレートの指令値は

ニュートラルステア車の定常円旋回時の値 γ∗ = V 2

l δ∗hとした。総横力指令値は横加速度がニュートラル

ステア車の定常円旋回時の値 V̇ ∗
y = V 2

l δ∗hとなるように F ∗
y = mV̇ ∗

y とした。総制駆動力，総横力，YMO

を用いたヨーレート制御により生成されたヨーモーメントの各指令値を制駆動力および横力配分し，横

力制御によって前後輪操舵角を入力した。従来法及び提案法のシミュレーション結果を図 37, 38にそれ

ぞれ示す。
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(f) 車両重心軸周りのヨーモーメント

Fig. 37:二乗和最小化法におけるシミュレーション結果

始めに，図 37(b), 38(b)より従来法及び提案法におけるヨーレートはどちらも指令値に追従しており，

同様の軌道で走行していることが確認できる。続いて，本条件は加速左旋回であるため荷重変動により，

左前輪の負荷率が最も上昇しやすくなっている。そのため，駆動力と横力は左前輪の負荷率が最大値に

なるように配分することで，最も力を効率的に配分しているといえる条件である。しかし，従来法では

図 37(a)のように加速旋回時では負荷率が後輪に大きく配分されている。その結果，負荷率を適切に分

散することができず，後輪側の車輪は前輪と比較して限界負荷率に到達しやすくなり，スリップの危険

が大きくなっていることが確認できる。これは，図 39に示すような 4輪間の荷重変動の影響により二
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(f) 車両重心軸周りのヨーモーメント

Fig. 38:提案法におけるシミュレーション結果

乗和最小値解がMinimax問題の最適解から乖離しているためである。また，図 37(c), 37(d)より駆動力

及び横力についても，荷重の比率が大きな後輪に大きく配分されていることが確認できる。それによっ

て，モータ等に求められる出力も大きくなるため，モータの小型化・分散配置を特徴とするインホイー

ルモータ車には適していない配分となっている。

一方，提案法では図 38(a)のように加速旋回時において左前輪の負荷率が最大となるような配分となっ

ている。その結果，従来法と比較すると負荷率の最大値が抑制されており，効果的に各輪に負荷率が配

分されていることが確認できる。また，図 38(c), 38(d)に示す駆動力及び横力からも，従来法よりも均
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Fig. 39:各輪輪荷重 Fzij のシミュレーション結果
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Fig. 40:シミュレーションにおける最大負荷率の比較
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Fig. 41:二乗和最小化法と提案法における総駆動力・総横力・総ヨーモーメントの比較

等に力を出力しているため，最大出力が小さい小型のモータでも適用しやすい配分となっているといえ

る。また操舵角は，図 37(e), 38(e)より従来法と比較して提案法では前輪操舵角が大きくなっており，こ

れによって図 38(f)のように，従来法と比較して旋回時に横力モーメントを大きく出力していることが

確認できる。

従来法における負荷率の最大値 ηconvと，提案法における負荷率の最大値 ηpropの比較を図 40に示す。

この図から，3 sから 5 s付近のような駆動力が負荷率の上昇に大きく影響を及ぼす領域において，提案

法は従来法と比較して特に優位性を示しており，1–5%程度最大負荷率を低減している。また，それ以

外の場合においても提案法の最大負荷率が低くなっていることが確認できる。これは，本車両は駆動は

四輪独立で行うことができるが操舵は前後輪であることから，駆動力に関しては四輪最適な配分を行う

ことで有効性を示すことができるが，横力に関しては四輪間で最適な配分を行うことができず，従来法

と比較しても優位性を示しにくいためである。以上より，提案法では従来法である二乗和最小化手法と

比較して，最大負荷率を抑制し，効率的に駆動力及び横力を配分可能であることをシミュレーションに

よって確認することができた。

また，従来法・提案法共に加速するにつれて左前後輪の負荷率の上昇率が右輪に比べて大きくなって

いる。これは，配分に用いたモデルは車両をロール運動を無視した線形二輪モデルとして近似し，左右

輪に生じる横力は等しいと仮定しているため，横力はロール運動による荷重変動を考慮した配分になっ
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(f) 車両重心軸周りのヨーモーメント

Fig. 42:二乗和最小化法における実験結果

ていない事に起因している。そのため，横加速度が大きくなるにつれロール運動が大きくなり，モデル

化誤差が増大するため，輪荷重が減少する左輪の負荷率が上昇傾向となっている。
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(f) 車両重心軸周りのヨーモーメント

Fig. 43:提案法における実験結果

4.6 加速旋回実験

従来法及び提案法を用いて加速旋回の実験を行った。走行条件は大学内のグラウンドで車速 20 km/h

まで加速し，前輪操舵角指令値 δ∗h = 0.05 radを与え，その 2 s後にモータによる総駆動力指令として

F ∗
xall = 1000 Nを入力し加速を行った。パラメータはシミュレーションと同様とした。

始めに，実験における従来法と提案法の総駆動力，総横力，総ヨーモーメントを図 41に示す。これ

らの図から，車両全体ではどちらの配分手法においても同様の出力を行っていることが確認できる。そ
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Fig. 44:各輪輪荷重 Fzij の実験結果
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Fig. 45:実験における最大負荷率の比較

のため，本実験は駆動力及び横力配分方法のみで車両安定性の比較ができる条件である。

次に，従来法及び提案法の駆動力・横力配分の結果を図 42, 43にそれぞれ示す。まず，図 42(b), 43(b)

よりいずれの条件もヨーレートの指令値に追従しており，車両は同様の挙動となっていることが確認で

きる。ここで，加速旋回時には図 44のような荷重変動によって各輪の荷重差が大きくなるため，従来法

では図 42(a)のように後輪に過剰な負荷率の配分となる。そのため，図 42(c), 42(d)のように駆動力及び

横力もまた後輪の力を必要以上に出力する結果となっている。一方，提案法では図 43(a)のように，最

も負荷率が上昇しやすい車輪である左前輪の負荷率が最大となっており，これを抑制するように力を配

分されている。それによって，4輪には均等に負荷率が配分されており，負荷率の飽和が起こりにくい

力の配分となっていることが確認できる。また，駆動力及び横力についても図 43(c), 43(d)のように従

来法と比較して 4輪均等に力を配分していることが確認できる。ヨーモーメントについても，図 42(f),

43(f)のように従来法では旋回時に余分なモーメントを発生しているが，提案法では負荷がかからない

ような小さいモーメントの出力となっている。

本実験を 5回試行し，最大タイヤ負荷率の平均の比較を行った。従来法における負荷率の最大値 ηconv

と，提案法における負荷率の最大値 ηpropの平均の比較を図 45に示す。この図より，シミュレーション

結果と同様に提案法は従来法と比較すると，負荷率の上昇が起こりやすい加速旋回中において優位性を

示しており，その領域では 1–4%程度最大負荷率を低減し，それ以外の条件でも 2つの手法はおおよそ

同様の値となっていることが確認できる。以上より，本提案手法による EMPを用いたMinimax問題の

解の条件に基づく駆動力及び横力配分をすることにより，二乗和最小化手法と比較して効率的にタイヤ

負荷率を配分できることを示すことができた。

また，本稿では駆動力 1000 N，前輪操舵角指令値 0.05 radの条件にて検討を行ったが，さらに積極的

な挙動を取る場合は，より大きな荷重変動が起こることから提案法の有効性はより大きくなると考えら

れる。

4.7 反復解法を用いた最適な駆動力・横力配分との比較

これまでに，提案手法は二乗和最小化手法に対して最大負荷率を抑制できることを示した。しかし，

この EMPによる手法はいくつかの仮定を用いており，これによって解が最適値から外れる可能性があ

る。そのため，ここでは先に行ったシミュレーションと同様の走行条件にて，最大負荷率を最小化する
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駆動力と横力配分の厳密解との比較を行う。このMinimax問題は非線形最適化問題であるために，一般

的に厳密解を求めるためには反復解法で計算をする必要がある。本稿では反復解法の一つである遂次二

次計画法を用いることで，線形二輪モデル対する駆動力と横力配分の厳密解を求めた。

4.7.1 遂次二次計画法によるMinimax 問題の解法

Minimax問題は以下の問題の最小値を見つけることを目的とする。

J = max F (x) (4-23)

s.t.

b(x) ≥ 0 (4-24)

c(x) = 0 (4-25)

このMinimax問題は，式 (4-24)，(4-25)で与えられた制約に F (x) ≤ Y の制約条件を付加することによ

り，この問題を内部的に等価な非線形計画問題に再定式化することができる。そして，x上で Y を最小

化することにより，Minimax問題の解を得ることができる。

式 (4-23)が二回微分可能であるとき，この非線形計画問題は遂次二次計画法 (SQP)を使用して解くこ

とができる。遂次二次計画法とは次に示すように，現在の反復点のまわりで目的関数・制約式をそれぞ

れ二次・一次関数で近似した二次計画 (QP)問題を解く手法である。

min F (xk) +∇F (xk)
Td+

1

2
dT∇2

xxL(xk, λk, σk)d (4-26)

s.t.

b(xk) +∇b(xk)
Td ≥ 0 (4-27)

c(xk) +∇c(xk)
Td = 0 (4-28)

ここで，Lはラグランジアン，λ, σはラグランジュ乗数を表しており，この問題のラグランジアンは次

式のようになる。

L(x, λ, ω) = F (x)− λT b(x)− σT c(x) (4-29)

(4-30)

各反復点に置いて遂次的に式 (4-26)で表される二次の部分最適化問題を解く。また，この部分最適化問

題は最適解に向かう探索方向 dを未知数とする二次計画問題である。この計算を繰り返し解き，最終的

に (1)反復計算の回数が指定した回数に達したとき (2)反復計算において目的関数が改善しなくなったと

き (3)関数が最適性の条件を満足したとき (Karush-Kuhn-Tucker条件)において，反復計算を終了する。

4.7.2 駆動力・横力配分に反復解法を用いた場合のシミュレーション結果

以上の計算によって結果を図 46に示す。まず，負荷率は図 46(a)のように提案手法と同様の波形となっ

ている。この厳密解の波形は，左前輪と左後輪が常に最大負荷率となっており，EMPを満たしている

ことが確認できる。また，駆動力は図 46(c)のようになっており，基本的には提案法と厳密解法は同様

の傾向となっているが，厳密解の方は加速時にはより大きな制駆動力差モーメントを出力している，定
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(f) 車両重心軸周りのヨーモーメント

Fig. 46:遂次二次計画法を用いた最適な駆動力・横力配分

常旋回時は右後輪のみの駆動になっているなどの差が確認できる。そのため，横力，操舵角は図 46(d)，

46(e)のように提案法よりも前輪操舵による横力の出力が僅かに小さくなっている。

以上より,厳密解法による駆動力及び横力配分に関しては，EMPによる提案法とおおよそ同様の配分

となっていることが確認できた。仮定による僅かな傾向の違いはあるものの，従来法と比較しても厳密

解に非常に近い値となっており，EMPを満たすという条件を用いることでオンラインで使用可能な計算

負荷でMinimax問題の解を解くことができることを示すことができた。これによって，負荷率の最大値

を抑制するタイヤ力の配分を行い，車両安定性を向上させることができることを確認した。
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第 5章

自動運転時のEPSフェイルに対するヨーレー

ト制御法

5.1 手法概要

本章では，自動運転時に車両のEPSがフェイルした場合を想定して，ヨーレート制御を利用した左右

の操舵輪の制駆動力配分による EPSを用いない操舵手法について述べる。

近年における輸送機器の構成部品の電子化・電動化に従って，車両においても EPSの普及が急速に進

んでいる。この EPSの働きにより，ドライバーの操舵をアシストすることで負担を軽減することや，緊

急時には自動操舵を行うことで車両の体勢を立て直したり，前方の障害物を検知して自動衝突回避運動

などを行うことができる。さらに，近年では自動運転に EPSが実用化されるようになり，目標走行軌道

に追従させるために重要なアクチュエータとなっている。

しかし，このEPSがフェイルして操舵トルクが出せなくなると，ドライバーは乗り心地に違和感を感

じたり，想定した車両の動きが出来なくなる。さらに，自動運転時ではこのことが車両の走行軌道に致

命的な影響を与えるため，交通事故を引き起こす危険が高まる。そのため，通常は予備のモータやイン

バータを搭載することによりバックアップ機能を持たせることが必要であるが，これによって重量の増

加，コストの増加，車内スペースの減少などを引き起こしてしまう。

そこで本章ではこれらの問題を解決するために，インホイールモータ電気自動車におけるヨーレート

制御を用いることで，EPSがフェイルした状態でも目標軌道に追従できるような制御手法を提案する。

このような Direct Yaw-moment Control (DYC)を用いた車両運動に関する研究はこれまでに非常に多岐

にわたって行われてきた。しかし，これは一般的に用いられてきた車両モデルを想定して，車両重心軸

周りのヨーモーメントを DYCにより補償することで車両の運動性能を向上させる目的のものである。

しかし本稿では，タイヤのアライメントを考慮した上で，この DYCを用いて操舵輪に駆動力差を発生

させることによって車両の操舵軸周りにもモーメントを発生させ，それによってEPSを使わずに操舵可

能であることを示す。さらに，これを利用してヨーレート制御系を構成することで，インホイールモー

タの左右輪の駆動力差だけで目標方向へ操舵をすることができるようになり，これによって EPSのバッ

クアップシステムを構成することができる。このEPSを使わない操舵手法について，モデル予測制御を
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Fig. 47:モデル予測制御の概念図

用いた Jターン軌道の走行軌道追従試験を行うことにより有効性を検証する。

5.2 ヨーレート制御系の設計

5.2.1 モデル予測制御による目標軌道追従制御

本稿では，自動運転を模擬した目標軌道への追従のために，モデル予測制御 (Model Predictive Control)

を用いる。モデル予測制御とはリシーディングホライズン制御 (Receding Horizon Control)と呼ばれる制

御手法の一種であり，各時刻において有限区間内の制約付き最適制御問題を解きながら制御入力を決定

する手法である。この制御手法は拘束条件を陽に扱えることやパラメーターチューニングのし易さから，

自動運転の研究にも用いられる手法である [61][62]。以下にその概要について説明する。

モデル予測制御

制御対象の状態ベクトルを x(τ),制御入力ベクトルを u(τ)とおき，状態方程式と状態や入力に関す

る拘束条件がそれぞれ次式で表されるとする。

ẋ = f(x(τ),u(τ)) (5-1)

C(x(τ),u(τ)) ≤ 0 (5-2)

モデル予測制御では各時刻 tにおいて次の最適制御問題を解く。初期条件を x(t)として，次の評価関数

J = ϕ(x(t+ T )) +

∫ t+T

t
L(x(τ),u(τ))dτ (5-3)

を最小化する入力 u∗(τ)を求める制御である。ただし，τ は予測区間上の時間を表している。評価区間

は現時刻 tから T だけ未来の区間 [t, t+ T ]にとる。そして，得られた最適制御入力u∗(τ)のうち一番目

の入力 u∗(0)のみを時刻 tにおける入力として用いる。この様子を図 47に示す。

また，この最適制御問題の解法として様々な手法が提案されているが，本稿では状態方程式 (5-1)と，

制御入力u(τ)及び状態変数 x(τ)の拘束条件 (5-2)を線形な条件とすることで評価関数 (5-3)を凸関数に

し，二次計画法で高速に最適解を求める手法を用いる [63]。そして，車両の線形二輪モデルを用いた状
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態方程式件 (2-7), (2-8)をこの二次計画問題に適用することで，目標軌道に追従させるための操舵角 δ∗f

をオンラインで遂次求める。

車両へのモデル予測制御の適用

車両の状態方程式は式 (2-7), (2-8)を離散化し，横方向の変位 y，ヨー角 θの項を加えることで以下の

ように表される。
β[k + 1]

γ[k + 1]

y[k + 1]

θ[k + 1]

 =


1− 2Cf+Cr

mV ∆t
(
−1− 2Cf lf−Crlr

mV 2

)
∆t 0 0

−2Cf lf−Crlr
I ∆t 1− 2

Cf l2f+Crl2r
IV ∆t 0 0

V∆t 0 1 V∆t

0 ∆t 0 1




β[k]

γ[k]

y[k]

θ[k]

+


2Cf

mV ∆t
2Cf lf

I ∆t

0

0

 δf [k] (5-4)

ここで，∆tは離散化した際のサンプリング時間を表す。また，拘束条件は制御入力である前輪操舵角

δf (τ)と，車両の状態量 x(τ)の制約とし，次のように表す。

δfmin < δf [k] < δfmax (5-5)

xmin[k] < x[k] < xmax[k] (5-6)

これらの等式・不等式制約条件の元，次の最適制御問題を解き，最適制御入力 δf を求める。

J =

Hp∑
k=1

(
||x̂[k]− xref [k]||2Q[k]

+ ||∆û[k]||2R[k]

)
(5-7)

Q = diag[Qβ Qγ Qy Qθ], R = Rδf (5-8)

xref = [βref [k] γref [k] yref [k] θref [k]] (5-9)

評価関数 (5-7)について，第一項は状態量の目標軌道への追従性を表しており，第二項は操舵角指令値の

変化率を小さくすることで操舵をなめらかにする項である。この 2つの項はトレードオフの関係となっ

ており，重みQ, Rによって調整する。

自動運転のための走行条件

ここで，MPCで自動運転を模擬することを考える。評価関数 (5-3)を最小化する最適化計算には一般

的に反復解法を用いるため，予測ステップ数や入力の次元などにも依存するが，計算負荷が大きくなる

傾向がある。また，走行軌道の生成のためにはレーザやカメラなどによる情報を必要とし，そのサンプ

リング周期と同期する必要があるため，MPCの計算には数十ms程度の時間を要する。そのため，MPC

を用いて制御するべき状態量は yや θなど距離や角度の次元であることが望ましい。また，速度や加速

度の次元の状態量は，目標位置や角度を基に指令値を生成し，より広い帯域のインナーループによって

制御することで，車両の安定性を保つことができる [64]。このようにして，図 48に示すように，道路境

界と車両のヨー角の差 eθ及び左右の位置 yをMPCにより遂次最適化し，その他の状態量は yref や θref

に追従するようにインナーループにて高速に補償することで，単一レーン上では自動運転を達成するこ

とができる。

以上より，本稿では (5-8)の状態量の重みQは次のように左右の距離 yとヨー角 θに限定する。

Q = [0 0 Qy Qθ] (5-10)

– 51 –



�
�
�

����

����
�������

Fig. 48:自動運転時の走行条件

5.2.2 直接ヨーモーメントを用いたヨーレート制御法

EPSがフェイルした場合は，操舵角指令値に対応するヨーレート指令値を生成し，直接ヨーモーメン

トを用いてヨーレートの誤差の補償を行うことで目標軌道に追従させる。そのため，このヨーレート制

御系にはフィードバック制御と外乱オブザーバを構成することでEPSフェイルによるヨーレート誤差を

高速で補償する制御器を設計する。以下に第 4章で説明した YMOに関して，制御入力を直接ヨーモー

メントNz とした場合のものについて説明する。

車両のヨー方向の運動方程式 (2-8)の右辺において，タイヤに発生するコーナリングフォースによ

るヨーモーメントを Nt = 2lfYf − 2lrYr とし，さらに外乱ヨーモーメント Nd を考慮して，これらを

Ndt = Nt +Ndとまとめると，式 (2-8)は以下のように簡単に表せる。

I
dγ

dt
= Nz +Ndt (5-11)

ここで外乱オブザーバを構成し，推定値 N̂dtを一括補償する。ローパスフィルタのカットオフ周波数以

下の領域では

γ =
1

Ins
Nin (5-12)

とノミナル化される。また，YMOで用いるNzには駆動力オブザーバを用いて推定した駆動力より算出

した値を用いる。駆動力オブザーバを用いることによりアンチワインドアップ効果が得られ，推定ヨー

モーメントNdtの発散を防ぐことができる。

この YMOをヨーレート制御系に適用することで，EPSがフェイルし操舵によるモーメントが発生で

きなくなっても，これを外乱として直接ヨーモーメントにて高速に補償することによって，目標方向に

追従するための車両重心点周りのヨーモーメントを出力する。
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Fig. 49:モデル予測制御を用いたヨーレート制御系

5.2.3 全体の制御系

モデル予測制御とヨーレート制御を用いた制御系を図 49に示す。まず，測定または推定により取得

した状態量から，モデル予測制御により前輪操舵角指令値 δ∗f を算出する。そして，フィードバック制

御により指令値が EPSに入力され，EPSのトルクにより車両は操舵を行う。また，δ∗f に対応するヨー

レート指令値 γ∗をヨーレート制御系の指令値とし，インホイールモータ車によってヨーレートの誤差

を保証するような直接ヨーモーメントNz が出力される。

本稿では，この制御系においてEPSのトルク TEPSが零になった場合でも，次節で示すヨーレート制御

系を用いたインホイールモータのみで操舵する手法により，目標旋回軌道に追従可能であることを示す。

5.3 EPSフェイル時における操舵

EPSフェイル時の旋回方法として，DYCを用いて旋回するためには左右輪の駆動力差を大きく必要

とする。そのため，タイヤの摩擦円の関係からこのことによってスリップの危険が高まるため，操舵に

よる横力も用いることが望ましい。ところで，先に述べたヨーレート制御は所望のヨーレートを出力す

るために車両重心周りのヨーモーメントを出力するものであるが，タイヤのアライメントを調整するこ

とで，キングピン軸周りにもモーメントを発生させ，インホイールモータの出力のみで所望の方向に操

舵を切ることも可能である。本節ではこの駆動力差を利用した操舵方法について説明する。まず，本手

法に関連するタイヤのアライメントについて紹介した後，このアライメントを利用することでヨーレー

ト制御によって任意の方向に操舵する手法について説明する。

5.3.1 安定性向上のためのタイヤのアライメント

まず，説明を円滑にするためにキャスター角について説明する。キャスター角とは図 50のような操

舵の回転軸と垂直線との傾き角である。一般的な車両は車両安定性を向上させるためにこのキャスター
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Fig. 51:スクラブ半径

角をつける。このようなアライメントにより，車両に外乱が働き操舵が取られた場合でも，図 50に示

すキャスタートレールとタイヤに働くコーナリングフォースによって操舵軸であるキングピン軸の周り

に復元モーメント TSATが働き，直進安定性が向上する。この復元モーメントをセルフアライニングト

ルク (Self Aligning Torque : SAT)と呼び，次式で表される。

TSAT = (ζc + ζp)Fyij (5-13)

ただし ζcはキャスタートレール，ζpはニューマチックトレールである。ζpはタイヤの接地点とコーナ

リングフォースの着力点の間の距離であり，タイヤの状態によってこの距離は変動する。また，TSATは

一般的に操舵をしたときに直進方向へ戻るように作用する。

次に，EPSなしで操舵を行うためのアライメントとして，スクラブ半径（キングピンオフセット）に

ついて述べる。スクラブ半径とは図 51のようなキングピン軸の接地点とタイヤの接地中心点までの間

の距離のことである。このオフセットが車体側にあるときをスクラブ半径をポジティブ，外側にあると

きをネガティブであるという。スクラブ半径もまた車両の直進安定定を調整するアライメントであり，

キャスター角とは違い制駆動力でキングピン軸周りにモーメントを発生させる。このスクラブ半径をポ

ジティブにすることでキャスター角と同様に直進安定性を向上させることができるが，昨今のタイヤの

保持力の向上や燃費の観点から，現在ではできるだけゼロスクラブとなるように調整するのが主流と

なっている。

5.3.2 EPSを用いない操舵輪の駆動力差を利用した操舵 (IWM-S)

ここまで述べたように，タイヤのアライメントは車両の直進安定性を調整するためのものであるが，

先に述べたスクラブ半径をポジティブにすることで，EPSを用いることなく任意の方向に操舵すること

も可能である。
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Fig. 52:キングピン軸周りに働くモーメント

以下にその概要について説明する。本稿では簡単化のため，定速左旋回を仮定して考える。まずこの

場合では，直進状態では図 52(a)のようにキングピン軸周りのモーメントは車輪を直進方向に戻す向き

に働くため，直進安定性が向上させる効果がある。ここで，EPSがフェイルし操舵トルクが零になった

状態で左旋回に差し掛かると，ヨーレート制御によって図 52(b)のように外輪には駆動力，内輪には制

動力が働く。ここで，キングピン周りには次のモーメント Tscrubが発生し，目標方向に操舵を行う。

Tscrub = ζscrubFxij (5-14)

ただし，ζscrubはスクラブ半径である。これにより，操舵輪が操舵をすることによりタイヤには図 52(c)

のような横滑りが発生する。ただし，図 52(c)は左前輪を示している。その結果タイヤにはコーナリン

グフォースが働くため，トレールによりキングピン周りに操舵に対する復元モーメントが働く。その後，
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Fig. 53:旋回軌道追従試験

Tab. 3:MPCのパラメータ

Predictive horizonHp 40

Sampling timedt 0.08 [s]

Input weightR 10

Weight ofy Qy 0

Weight ofθ Qθ 10

図 52(d)のように目標ヨーレートを満たす操舵角にてキングピン軸周りに働く 2つのモーメント TSAT,

Tscrubはつり合い，目標方向に向かって操舵が固定され，定常円旋回を行う。本稿ではこの操舵手法を

In-Wheel Motor Steering(IWM-S)と呼ぶ。

このように，制駆動力による操舵はEPSによる操舵と同様の働きをしており，このことは操舵のため

のアクチュエータがEPSの他に 2つ存在していることと等価であるといえる。このように左右輪独立駆

動とタイヤのアライメントを積極的に利用することでEPSに対するバックアップシステムとして構成す

ることができる。

5.4 旋回軌道追従試験

図 49に示すヨーレート制御を用いた制御系において，前輪 EPSがフェイルしてトルクが零になった

状態でも所望の走行軌道を取ることができることを実験にて示す。

図 53に示すような R = 20 mの旋回路において，車速 25 km/hで走行中に EPSがフェイルした状態

でもこの軌道に追従できるかを検討する。このときのモデル予測制御のパラメータを表 3に示す。また，

θref の値はGPSや道路情報から事前に取得できているものとし，その中でもカメラやレーダによって左

右の拘束条件が取得できない場合を想定しQy = 0とした。ヨーレート制御のゲインKpはヨーモーメ

ント指令値Ninからヨーレート γまでの伝達関数を 1
Ins
としたときに，閉ループ極が−5 rad/sとなるよ

うに極配置法により求め，ヨーモーメントオブザーバのカットオフ周波数は 10 rad/sとした。この条件

において，EPSによる操舵のみの場合 (EPS)，EPSとヨーレート制御を用いた場合 (EPS+IWM-S)，ヨー
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Fig. 54:各条件における比較

レート制御のみの場合 (IWM-S)について比較を行った。ただし，本実験車両「FPEV2-Kanon」のスク

ラブ半径は 54 mmである。

図 54–57に実験結果を示す。まず走行軌道に関して，図 54(a), 54(b)より EPSがフェイルした状態で

も目標旋回軌道への追従ができており，yの参照軌道対する誤差は EPSを用いて操舵した場合と比較し

ても同様のものとなっていることが確認できる。これにより，もし自動運転時にEPSがフェイルしても，

インホイールモータを用いた操舵によって EPSを補償することが十分可能であるといえる。また，図

54(c), 54(d)，54(e)から EPSがフェイルした状態では，旋回始めや旋回終わりなどのヨーモーメントが
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Fig. 55:EPSのみを用いた操舵

大きく必要になる状況において，EPSを用いた操舵の場合と比較して応答の遅れが見られる。この理由

は，目標軌道への追従性に関して EPSによる操舵の場合は EPSによる操舵角フィードバック制御の極

に依存し，IWM-Sによる操舵は，ヨーレート制御系の極に依存しているためである。そのため，今回の

ヨーレート制御系の極の条件では応答性が不足し，EPSを用いた場合と比較して整定時間が長くなって

いる。このことは，図 54(f)に示す各条件における駆動力からも読み取れる。EPSと IWM-Sを協調させ

た場合では IWM-Sのみと比較して駆動力のピーク値までの時間が短くなっており，必要な駆動力も小

さなものになっている。これは，操舵に必要なトルクをEPSのモータとインホイールモータで同時に出

力しているためである。このためEPSがフェイルすると，この分の操舵トルクが無くなるため，操舵に

必要な駆動力が増加し，整定時間が長くなっている。しかし，操舵角が安定しヨーレートが定常状態と

なっている場合にはEPSで旋回している場合と同等の挙動となっており，その結果走行軌道もまたEPS

を用いた場合と遜色のないものになっている。

次に各条件において，より詳細な考察を行う。まず，EPSのみの場合では図 55(b), 55(c)よりヨーレー

ト指令値が急激に変化すると，操舵に対する横力の応答の遅れのために参照軌道に追従しきれず，MPC

によって大きな操舵角指令値が入力されオーバーシュートが生じている。しかしこれにヨーレート制御

を加えることで図 56(a), 56(d)のように，このヨーレートの遅れを補償するように直接ヨーモーメントが

出力されるため，図 56(b), 56(c)のように操舵角とヨーレートの過渡特性が向上していることが確認で

きる。IWM-Sのみの操舵の場合では，ヨーレートを補償するために図 57(a), 57(d)のように，大きな直

接ヨーモーメントを出力している。その結果，キングピン軸周りにモーメントが発生し，図 56(b)のよ

うに目標ヨーレート方向に操舵を行っている。また，定常状態では車両重心及びキングピン周りのモー
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Fig. 56:EPS + IWM-Sによる操舵
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Fig. 57: IWM-Sのみを用いた操舵手法 (EPSフェイル)
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Fig. 58:操舵時における EPSモータの電流値

メントが釣り合い，図 57(c)のように EPSで操舵を行った場合と同様のヨーレートを出力していること

が確認できる。ただし，操舵に関しては EPSは操舵角の制御を行っているのに対し，駆動力差による操

舵はヨーレート制御により操舵を行っているため，応答に遅れが生じている。

このように，タイヤのアライメントを考慮してヨーレート制御を行い，操舵輪に駆動力差を発生させ

ることによって，インホイールモータによるヨーレート制御のみで操舵ができることを確認した。この

制御によって，通常時は EPSを補償するように直接ヨーモーメントを発生させて車両安定性を向上し，

EPSがフェイルすると，フェイルの検知を必要とすることなくヨーレート制御によってインホイールモー

タは EPSと同様の働きをするようになる。さらにこの制御は，フィードバック制御と外乱オブザーバの

みで構成されているため，タイヤや路面の状態に影響を受けることなく目標ヨーレート方向に操舵させ

るというロバストな制御系となっている。以上に述べた結果により，本制御手法は EPSのバックアップ

として用いることができることを確認することができた。

5.5 駆動力差による操舵に関する考察

5.5.1 IWM-SによるEPSの操舵トルクのアシスト効果

先の議論において，インホイールモータを用いたヨーレート制御による操舵によりEPSが出力する操

舵トルクを補償するため，過渡特性が向上すると述べた。これを言い換えると，インホイールモータは

EPSの操舵トルクをアシストし，操舵時の負荷を軽減しているといえる。このことを確認するために図

58に実験時における操舵時に EPSが出力する電流値を示す。

図 58(a)より，EPSのみによる操舵の場合では，操舵時におおよそ 10 A程度の電流を要している。特に

操舵角を大きくする際に操舵トルクが必要になるため，最も大きな電流を出力している。続いて IWM-S

と協調させることにより，図 58(b)のように操舵に必要な EPSの電流値が小さくなっていることが確認

できる。操舵開始時においても EPSの電流値は 5 A程度となっており，定常旋回時においてはほとんど

零となっている。そのため，駆動力差による操舵トルクはEPSモータの操舵トルクをアシストするよう

に働いており，これによって EPSの負担低減が可能であることがわかる。
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Fig. 59:旋回中に EPS電流が零になった場合の実験結果

5.5.2 旋回中にEPSがフェイルした場合の挙動

先の実験では操舵前に EPSがフェイルをするという条件であった。しかし，操舵中に EPSがフェイ

ルした場合，EPSモータのトルクが突然零になることから車両は瞬間的に不安定な挙動をする可能性が

ある。そこで，EPSと IWM-Sを用いて旋回している最中に EPSがフェイルしてトルクが零になった場

合においても実験を行い，提案法の有効性を検証した。

図 59に実験結果を示す。図 59(a)のように時間軸では 4 s，回転角で 3/5 πの地点でEPSの電流値を零

としている。図 59(b)，59(c)，59(d)より操舵中にEPSがフェイルしても駆動力，操舵角，ヨーレートは

いずれも大きな変動はせず安定して旋回を継続していることが確認できる。この理由としては，図 58(b)

に示したように EPSと IWM-Sを協調させている際は EPSが出力している操舵トルクが小さくなってお

り，これが突然零となっても IWM-Sによる駆動力差によって操舵トルクを補償しているからである。さ

らに，この手法は通常のバックアップシステムを構成する際に必要になるフェイルの検知を必要としな

いため，EPSがフェイルしても即座にそれを補償することができる。そのため，ドライバーに EPSフェ

イルを感じさせることなく，EPSの補償を実現することができている。
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第 6章

駆動力配分による余剰負荷率を用いたヨー

レート・車両横滑り角・ロール角の3自由度

制御法

6.1 手法概要

これまでに，タイヤ力を適切に配分することでタイヤの最大スリップ率や最大負荷率が抑制され，車

両安定性が向上することを示した。しかし，この安定性はタイヤに働く力に着目した物であるため，実

際は車両の運動が不安定にならないよう，車両の状態量を制御した上でこのタイヤ力の配分を考えるの

が望ましい。

車両の平面運動において重要な状態量としてヨーレートと車両横滑り角が挙げられる。ヨーレートは

車両の走行軌道に対して大きく影響し，これを適切に制御することにより車両は任意の方向に走行する

ことができる。車両横滑り角は大きくなりすぎると横滑りが生じ，制御不能になる危険があるため，低

µ路での旋回時などは特に注意をしなければいけない状態量である。

そのため，ヨーレートと車両横滑り角を制御することにより車両の安定性能の向上を実現することが

できるが，式 (2-7)，(2-8)よりこの 2変数は互いに干渉する。そのため，この問題を解決するためにこ

れまで EPSや差動トルクを利用したスライディングモード制御 [12]やH∞制御 [65]，制御ファジィ制

御 [66]などを利用した 2変数の独立制御手法が提案され，その有効性が検討されてきた。

当研究室でもこれまでにインホイールモータ車を用いたヨーレートと横滑り角の制御手法として，外

乱オブザーバを用いた独立制御手法を提案した [10]。これはヨーレートに対しては直接モーメント，車

両横滑り角に対してはアクティブ操舵を用いてそれぞれの外乱をオブザーバにて補償することにより，

ロバストに 2変数を制御する手法である。しかしこの手法は駆動力を左右均等に配分しているため，冗

長な制御系のメリットを生かし切れているとは言い難い。

そこで本章では，この外乱オブザーバに基づく制御系において四輪独立駆動を利用した車両安定性と

乗り心地向上のための駆動力配分法を提案する。まず，本条件のようなヨーレート，車両横滑り角，操

舵角の目標値が上位の制御系によって与えられている場合では，車輪の最大負荷率を最小化する駆動力
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��� ���

���tan�����tan��

�� ��

Fig. 61:制動力により働く上下方向の力

の配分は実時間で解くことができ，それによってタイヤのグリップ力飽和によるスリップを抑制可能で

あることを示す。ここで，更に最大負荷率に寄与しない車輪の負荷率余裕を利用することで，アンチダ

イブ力によるロール運動の制御を行うことができ，これによってヨーレート，車両横滑り角，ロール角

の 3自由度制御が可能となり，車両安定性の向上と同時に乗り心地の向上が実現できることを示す。最

後に提案法の有効性をシミュレーション及び実車を用いた実験にて確認する。

6.2 ロール方向を考慮した車両モデル

これまで，制御には車両の平面 2自由度のみを考えた車両モデルを用いていたが，本章では車両の

ロール運動に対する制御も行う。そのため本節ではこれまでのモデルを拡張して，ロール運動も考慮し

たモデルについて説明する。

6.2.1 アンチダイブ力

車輪に駆動力が働くとき，図 60のようなサスペンションジオメトリを考える。インホイールモータ

を搭載した自動車の場合，駆動力および制動力はタイヤと地面の接地点に働く。前輪に Fxfの駆動力が

働き，後輪に Fxrの駆動力が働く場合，各駆動力はハブを介してサスペンションに伝わる。したがって，

図 60の様に正負のアンチダイブ力は接地点からサスペンション瞬間回転中心までを結ぶ線と水平面を

なす角度により決まり，前輪には負のアンチダイブ力，後輪には正のアンチダイブ力が働く。

また，制動力が働く場合は駆動力が働くときの逆を考え，図 61のような制動力によるサスペンショ

– 63 –



��
��

��

����

�� ��
�� �� ��

�� �	�

Fig. 62:車両のロールモデル

ンジオメトリを考える。このとき，前輪には正のアンチダイブ力，後輪には負のアンチダイブ力が働く。

以上より，各車輪に駆動力・制動力が働いたときに生じる正負のアンチダイブ力は以下の様に表される。

uzfl = −Fxfltanϕf (6-1)

uzfr = −Fxfrtanϕf (6-2)

uzrl = Fxrltanϕr (6-3)

uzrr = Fxrrtanϕr (6-4)

ここで，uzfl，uzfr, uzrl，u zrr はそれぞれ各輪に生じる正負のアンチダイブ力であり，ϕf , ϕr は前後輪

の瞬間回転中心角である。ただし，アンチダイブ力は上方向を正，下方向を負とする。FPEV2-Kanonの

前後輪の瞬間回転中心角は，測定の結果それぞれ ϕf = 0.0911 rad，ϕr = 0.1967 radである。

また，インホイールモータ駆動では駆動力の作用点はタイヤ接地点であるのに対し，ドライブシャフ

ト駆動の場合では車輪の回転軸となることが知られている [67]。このため，インホイールモータ駆動で

は瞬間回転中心角はドライブシャフト駆動のものと比べて大きくなるため，より大きなアンチダイブ力

を発生できるという特徴がある。

6.2.2 ロール運動

ロールに関する運動方程式は，図 62に示すように車両のロール軸周りの回転運動によるモーメント

と車体全体に働く外力によるロールモーメントのつり合いにより次のように表すことができる。

Mxall = (Irs
2 + Crs+Kr)θr (6-5)

ここで，Ir はロール軸周りの慣性モーメント，Cr, Krはサスペンションのダンパ係数，バネ定数である。

車体のロールに対する重力の影響は無視できるほど小さいすると，ロールモーメントMxallからロー

ル角 θrまでの伝達関数は次式のように表せる。

Mxall = (Irs
2 + Crs+Kr)θr (6-6)
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θr =
1

(Irs2 + Crs+Kr)
Mxall

=
1

(Irs2 + Crs+Kr)
(mhsay +Mx) (6-7)

ただし，hsは重心高とロール軸の距離である。

ここで，各輪のアンチダイブ力によるロールモーメントMxは次式のように表される。

Mx　 =
df
2
(uzfl − uzfr) +

dr
2
(uzrl − uzrr) (6-8)

また，各輪の荷重について式 (2-11)–(2-14)にアンチダイブ力によるロールモーメントの項を考慮する

と，次式の様に書き直せる。

Fzfl =
1

2

lr
l
mg − axM

hg
2l

−
ρf
df

(aymhs +Mx) (6-9)

Fzfr =
1

2

lr
l
mg − axM

hg
2l

+
ρf
df

(aymhs +Mx) (6-10)

Fzrl =
1

2

lf
l
mg + axM

hg
2l

−
ρf
df

(aymhs +Mx) (6-11)

Fzrr =
1

2

lf
l
mg + axM

hg
2l

+
ρf
df

(aymhs +Mx) (6-12)

6.3 ヨーレートと車両横滑り角の独立制御

本節では，アクティブ操舵及び左右独立駆動を用いた，オブザーバによるヨーレート γと車両横滑り

角 βの独立制御手法について説明する [10]。これは γの制御に対しては第 5章で説明したヨーモーメン

トオブザーバを設計し，βの制御に対しては次に説明するラテラルフォースオブザーバ (LFO)を用いる

手法である。

まず，ラテラルフォースオブザーバについて説明する。車両横方向の運動方程式 (2-7)の右辺において，

Yt = −2Cf (β +
lf
V
γ)− 2Cr(β −

lf
V
γ)−mV γ (6-13)

とし，さらに外乱横力 Ydを考慮して，これらを Ydt = Yt + Ydとまとめると，式 (2-7)は以下のように

表せる。

mV β̇ = 2Cfδf + Ydt (6-14)

式 (6-14)において βと δf の信号が検出可能であるとすると，外乱オブザーバを構成すれば外乱は LFO

により抑圧され，ローパスフィルタのカットオフ周波数以下の領域では

β =
2Cf

mV s
δin (6-15)

とノミナル化できる。このとき，δinはノミナル化されたプラントに対する操舵による制御入力である。

このように γと βに外乱オブザーバを構成することで，それぞれの干渉項を外乱として抑圧し 2変数

の独立制御が実現される。さらにこの制御手法は外乱オブザーバの性質によりプラント変動に対してロ

バスト性が高く，車両などのパラメータ変動が多いプラントに対して有効な手法である。

本手法のブロック線図を図 63に示す。βと γはフィードバックとフィードフォワードの 2自由度制御

で構成されており，内部の外乱オブザーバにてノミナル値に対する外乱を補償する。また，Qβ, Qγ は

それぞれの外乱オブザーバのローパスフィルタを表している。
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Fig. 63:ヨーレートと車両横滑り角の独立制御

6.4 最大負荷率最小化のための駆動力配分

先に説明した手法により，ヨーレートと車両横滑り角を独立に制御することができる。しかし，イン

ホイールモータ電気自動車の特徴の一つである四輪独立駆動を考慮すると，制御の自由度は操舵角と駆

動力差モーメントだけでなく，左右輪の駆動力に対する前後輪への配分の自由度が存在する。このため，

この冗長性を利用して適切に駆動力を配分することにより，更なる車両安定性の向上を達成することが

できる。

そこで本章では，車両安定性向上のための駆動力配分として β, γ の独立制御時における最大負荷率

max(ηij)を最小化する手法を提案する。

6.4.1 最大負荷率を抑制するための条件

ここでは先の制御手法のような，ヨーレート指令値 γ∗,車両横滑り角指令値 β∗,操舵角指令値 δ∗i が既

知である場合を想定したmax(ηij)を最小化するための駆動力配分のの条件について説明する。

始めに，γ∗, β∗, δ∗f が既知であるので，線形二輪車両モデルの仮定により前後輪の横力指令値F ∗
yf , F

∗
yr

は次のように表せる。

F ∗
yfj ≃ F ∗

yf = −Cf

(
β∗ +

lf
V
γ∗ − δ∗f

)
(6-16)

F ∗
yrj ≃ F ∗

yr = −Cr

(
β∗ − lr

V
γ∗
)

(6-17)

このとき，以下の評価関数 J を最小化する駆動力 Fxij を求めることを考える。

J = max(ηfl, ηfr, ηrl, ηrr) (6-18)

ηij =

√
Fxij

2 + F ∗
yi
2

µFzij
(6-19)
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まず，左右独立駆動から四輪独立駆動にすることで増加する制御入力の冗長性について説明する。第

4章で説明したように，式 (4-13)，(4-14)，(4-15)の関係から，四輪独立駆動にすることで制御入力に

は FxallとNz から求まる変数である FxL, FxRをそれぞれ前後輪に配分する自由度が利用できるように

なる。

ここで，FxL, FxR は FxallとNz から一意に求まることから，例として Fxfl と Fxfr を決定すること

により，Fxrl及び Fxrrは式 (4-14)，(4-15)の関係により求めることができる。また，本条件下では FxL

と FxRは制御指令値によって拘束されていることから，右前後輪の駆動力配分は左前後輪の負荷率には

影響を与えず，逆に左前後輪の駆動力配分もまた右前後輪には影響を与えない。そのため，左右輪それ

ぞれの最大負荷率を抑制する駆動力配分は互いに干渉しない条件であるため，左右輪の最大負荷率は個

別に考えることができる。つまり，max(ηfl, ηrl)を最小化する Fxflと，max(ηfr, ηrr)を最小化する Fxfr

を別々に求めることができれば，その駆動力は式 (6-18)を最小化する配分となる。

6.4.2 駆動力配分則 (DFDL min( ηij))

ここでは例として，max(ηfl, ηrl)を最小化する Fxflを求める。このとき，次の (a), (b)の場合分けを

行うことにより最適な Fxflを求めることができる。

(a)　 Fxfl = FxLまたは Fxrl = FxLのように，片輪にすべての駆動力を配分した際の ηflと ηrlをそ

れぞれの条件で比較する。このとき，駆動力が零（負荷率が横力項のみ）の車輪の負荷率が，駆動力を

すべて配分した車輪のものよりも大きい場合，これがmax(ηfl, ηrl)を最小化する駆動力配分となる。

(b) (a)が成り立たない場合，max(ηfl, ηrl)を最小化する駆動力の条件は ηfl = ηrl を満たすことであ

る。そのため，このとき Fxflは次式を満たす必要がある。

Fxfl
2 + F ∗

yf
2

(µFzfl)2
=

Fxrl
2 + F ∗

yr
2

(µFzrl)2
(6-20)

この式を式 (4-14)の関係により Fxflの式にして書き直す。

Fxfl
2 + F ∗

yf
2

(µFzfl)2
=

(FxL − Fxfl)
2 + F ∗

yr
2

(µFzrl)2
(6-21)

ここで，a = 1
(µFzfl)2

, b = 1
(µFzrl)2

とおき，式をまとめる。

0 = a(Fxfl
2 + F ∗

yf
2)− b{(FxL − Fxfl)

2 + F ∗
yr

2} (6-22)

さらに，横力の項を Y = aF ∗
yf

2 − bF ∗
yr

2とまとめ，Fxflの式に直すと

0 = (a− b)Fxfl
2 + 2bFxLFxfl + Y − bFxL

2 (6-23)

となり二次方程式に書き換えられる。これを解くと，(6-20)を満たす Fxflは次のように求まり，同時に

式 (4-13)の関係から Fxrlが求まる。

Fxfl =
−bFxL ±

√
abFxL

2 − (a− b)Y

a− b
(6-24)

ここで，式 (6-24)，(4-13) により求まった 2つの解 (Fxfl1, Fxrl1), (Fxfl2, Fxrl2) を式 (6-19) に代入し，

max(ηfl1, ηrl1)とmax(ηfl2, ηrl2)の比較を行う。このとき，max(ηfl, ηrl)が小さい方の駆動力が最大負荷
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Fig. 64:余剰負荷率 ηmij を用いたロール制御系

率を最小化する配分となる。ただし，式 (6-24)が虚数解をもつ場合は，どのような駆動力配分を行って

も式 (6-19)を満たさない条件であることから，(a)により最大負荷率を抑制できる条件である。

以上の計算を右輪と左輪の場合にて行うことにより，式 (6-18)を最小化する駆動力配分を求めること

ができる。一般的に最大負荷率を最小化する駆動力・横力配分は非線形最適化問題であり，反復計算や

近似解法が必要であるが [35]，本条件下であれば最適な駆動力配分は上記のように簡易な場合分けと計

算で求めることができる。

6.5 余剰負荷率を利用したロール制御

先の計算において，最大負荷率を抑制する駆動力配分を求めた。本条件下では，前後輪の横力指令値

が既知であり，最大負荷率を抑制する左右の駆動力配分は独立に扱うことができるため，片輪側の駆動

力配分はもう片輪側の最大負荷率に影響を与えない。そのため，最大負荷率に寄与しない側の前後輪の

負荷率には最大負荷率までに余裕が存在する。本稿ではこれを余剰負荷率 ηmijと呼ぶ。また，このとき

max(ηij)になるまで出力できる制駆動力を Fxmij とする。

本節では，この前後輪の ηxmij を最大負荷率を超えない範囲内でロール制御 [16]に利用する手法の説

明を行う。これにより，4輪の最大負荷率に影響を与えることなく，車両の姿勢制御により乗り心地の

向上を実現することができる。

6.5.1 ロール角制御系の設計

図 64にロール制御系のブロック図を示す。ロール角指令値 θ∗r は規範モデルにより生成される。ロー

ル制御系から生成されたロールモーメント指令値M∗
x，第 4章の駆動力配分則によって生成された左右

輪の駆動力指令値 F ∗
xL, F ∗

xR,駆動力配分による余剰負荷率 ηmij により，最大負荷率を超えない範囲内で

アンチダイブ力を発生させる駆動力配分が再決定される。θ̇rはジャイロセンサにより取得したロール角

– 68 –



Tab. 4:実モデルと参照モデルのパラメータ
Ir Cr Kr

Plant 1.1× 102 4.7× 103 2.1× 104

Reference model 1.1× 102 2.0× 103 1.5× 104

速度であり，本稿ではこれを積分することによりロール角 θrを取得する。

6.5.2 規範モデルによる指令値生成

ロール角指令値は，実車両が旋回を行った際に出力されるロール角が実車両と比較して小さくなるよ

うに設定した。規範モデルを式 (6-25)に示す。

θ∗r =
1

(Irns2 + Crns+Krn)
M∗

xall (6-25)

ここで，プラントモデルと規範モデルのパラメータ値を表 4の様に設定した。

規範モデルに入力するロールモーメントM∗
xallは式 (6-7), (6-16), (6-17)より次のように生成する。

M∗
xall = mhsa

∗
y (6-26)

a∗y =
2F ∗

yf + 2F ∗
yr

m
(6-27)

6.5.3 ロールモーメントオブザーバ (RMO)

ロール方向の運動方程式 (6-6)において，外乱ロールモーメントをMdを考慮し，図 64のように外乱

オブザーバを構成する。Mdt = mhgay − Crθ̇r −Krθr +Mdを外乱としてまとめると，式 (6-6)は以下

のように表せる。

Ir
dθr
dt

= Mx +Mdt (6-28)

Mdt を外乱オブザーバで推定し，推定値 M̂dt を一括補償するのが RMOである。ローパスフィルタの

カットオフ周波数以下の領域では

θr =
1

Irns
Mxin (6-29)

とノミナル化される。このとき，Mxin はノミナル化されたプラントに対する，前後輪の駆動力差によ

る制御入力である。ここで，Fxijは図 64のDriving Force Observer (DFO)[59]にて推定しており，Mxは

式 (6-8)の Roll Moment Calculatorにて推定している。

6.5.4 余剰負荷率を用いた駆動力再配分 (DFDL ηmij)

以上のロール制御系において，余剰負荷率 ηmij を有する車輪を利用してアンチダイブ力を発生させ

る。ただし，これは最大負荷率を超えない範囲で行う必要があるため，図 64の F ∗
xL, F ∗

xR, ηmij により，

ロール制御に用いる駆動力にリミッタを設ける。
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Fig. 65:駆動力配分を考慮したヨーレート，車両横滑り角，ロール角の 3自由度制御系

まず，ηmij を次のように定義する。

ηmij =
√

max(ηij)2 − η 2
ij (6-30)

先の最大負荷率を最小化する駆動力を求める計算により 4輪の ηijとmax(ηij)が求まるため，4輪の ηmij

も同様に求めることができる。そして，max(ηij) = ηij となる車輪と反対側の前後輪において ηmij を利

用したロール制御を行う。このとき，車輪がmax(ηij)まで出力できる最大の駆動力 Fxmijは次のように

表される。

Fxmij = µFzij

√
max(ηij)2 −

(
F ∗
yi

µFzij

)2

(6-31)

次に，ロール制御によって再配分する前後輪の駆動力を算出する。ここでは例として右輪の駆動力

F ∗
xRの再配分について説明する。右前後輪に再配分させる駆動力 F

′∗
xfr, F

′∗
xrrは駆動力指令値 F ∗

xR，ロー

ルモーメント指令値M∗
x から，式 (6-2), (6-4)，(6-8)の関係により次のように表される。[

F ∗
xR

M∗
x

]
=

[
1 1

df

2 tanϕf −dr

2 tanϕr

][
F

′∗
xfr

F
′∗
xrr

]
(6-32)

このとき，式 (6-32)の配分により求まる F
′∗
xfr, F

′∗
xrrが次の不等式を満たすとき，最大負荷率を超えずに

ロール角を規範モデルに追従させることができる。

|F ′∗
xfr| < |Fxmfr|, |F ′∗

xrr| < |Fxmrr| (6-33)

式 (6-33)を負荷率で表すと次式のような関係となる。

η
′

ij < max(ηij) (6-34)

このため，式 (6-33)は最大負荷率を更新しないための駆動力再配分の条件である。式 (6-33)が成り立

たない場合は，この再配分により最大負荷率を更新しタイヤ力の限界値に近づくため，車両安定性の低
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Tab. 5:駆動力再配分の条件
ηmrr ≥ ηmfr ηmrr < ηmfr

Mx ≥ 0 i = f , sgn(k) = 1 i = r, sgn(k) = −1

Mx < 0 i = f , sgn(k) = −1 i = r, sgn(k) = 1

下に繋がる。そのため，このとき最大負荷率を上回らないように，余剰負荷率が小さい車輪には駆動力

を次のように再配分する。

F
′∗
xir = sgn(k)Fxmir (6-35)

ただし，i, sgn(k)の条件は Table5のように定める。また，もう片輪の配分は式 (4-14)の関係により求

める。これは，ηmij が小さい車輪に対して Fxmij を出力させることを意味している。これにより，最大

負荷率を更新しない範囲内においてロール運動を抑制する制駆動力を再配分することができる。

また，本稿では駆動力のリミットを余剰負荷率 ηmij から定義しているが，これをある負荷率 ηlimitま

で許容する駆動力配分とすることもできる。これにより，近年研究されているインホイールモータを用

いた制振制御 [19]なども ηlimit以下の領域にて行うことができる。

6.6 加速レーンチェンジシミュレーション

提案した制御系の有効性をシミュレーションにて確認する。これまでに説明した全体の制御系を図 65

に示す。比較として，従来法を図 63のように駆動力の均等配分によってヨーレート γと車両横滑り角 β

を制御する手法，提案法 1を図 65のうち γと βの制御と負荷率を抑制する駆動力配分を行う手法，提

案法 2を提案法 1に余剰負荷率を用いたロール制御を行う手法として検討する。

車両パラメータは表1に示すFPEV2-Kanonの値を用いる。ロール剛性配分は簡単のため ρf = ρr = 0.5

とした。車輪と路面間の摩擦係数は乾いたコンクリートを想定し，µmax = 0.7とした。ヨーレート制

御，車両横滑り角制御，ロール制御のゲインはそれぞれ式 (5-12)，(6-15)，(6-29)に示すモデルを用いて

閉ループ極が−5 rad/sとなるように極配置法により求めた。また，YMO, LFO, RMOの極は−10 rad/s

とした。

走行軌道は図 66に示すようなシングルレーンチェンジ軌道とする。初期速度 15 km/hで走行し，1 s

後に総駆動力指令値 800 Nを入力して加速を行う。走行軌道は事前に取得しているものとし，モデル予

測制御を用いて指令値 γ∗, β∗を計算し，参照経路への軌道追従を行う。等式制約条件は式 (6-36)のよう

な線形二輪モデルを用い，評価関数は式 (6-37)のようにした。
β[k + 1]

γ[k + 1]

y[k + 1]

θ[k + 1]

 =


1− 2Cf+Cr

mV ∆t
(
−1− 2Cf lf−Crlr

mV 2

)
∆t 0 0

−2Cf lf−Crlr
I ∆t 1− 2

Cf l2f+Crl2r
IV ∆t 0 0

V∆t 0 1 V∆t

0 ∆t 0 1




β[k]

γ[k]

y[k]

θ[k]

+


2Cf

mV ∆t
2Cf lf

I ∆t

0

0

 δf [k] (6-36)
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Fig. 66:シミュレーション・実験条件

J =

Hp∑
k=1

(
||x̂[k]− xref [k]||2Q[k]

+ ||∆û[k]||2R[k]

)
(6-37)

Q = diag[Qβ Qγ Qy Qθ], R = Ru (6-38)

xref = [βref [k] γref [k] yref [k] θref [k]] (6-39)

ここで，x = [β γ y θ], u = δf である。また，∆t = 80 ms,Hp = 40, R = 50, Q = [0 0 1 1]とし，図

65の制御器のサンプリング周期は 0.2 msとした。以上の条件により，従来法と提案法について走行軌

道及び車輪の最大負荷率とロール角の比較を行う。

図 67–70に各条件におけるシミュレーション結果を示す。まず，いずれの条件においてもヨーレート，

車両横滑り角は指令値に追従している。その結果，図 70(a)のように同様の走行軌道となっていること

が確認できる。次に駆動力配分と負荷率について考察する。従来法では加速によって後輪側に荷重が移

動している場合でも図 67(c)のような各輪均等配分を行っているため，負荷率は図 67(e)のように後輪

と比べて前輪の方が大きくなる傾向にある。提案法 1では左右それぞれの前後輪の負荷率の差がなるべ

く小さくなるように駆動力配分を行っているため，図 68(c)のように加速時では後輪の配分比が大きく

なっている。そのため，図 68(e)のように左右それぞれの前後輪の負荷率が等しくなり，従来法と比較

すると最大負荷率となっていた前輪側の負荷率が抑制されている。提案法 2においても最大負荷率を抑

制するために，図 69(c)のように後輪側に駆動力を大きく配分している。それに加えて余剰負荷率を有

する車輪において，前後輪における駆動力差を出力することによってアンチダイブ力によるロールモー

メントを発生させている。その結果，図 69(f)より，他の手法と比較して大きなロールモーメントを発

生させている。また，図 69(e)より最大負荷率は提案法 1と同様の傾向となっており，最大負荷率を超

えない範囲内で余剰負荷率を有効に使用していることが確認できる。

続いて各条件における最大負荷率とロール角を比較する。最大負荷率は図 70(b)より，提案法 1, 2は

従来法のものと比較して全体的に抑制されており，適切な駆動力配分によって車両安定性の向上を実現

していることが確認できる。ここで，負荷率のピーク時に従来法と提案法がほぼ同じ値となっているの

は，ここでは横力が大きくなり負荷率に支配的な影響を与えているからである。図 70(c), 70(d)に示す

ロール角については，提案法 2による余剰負荷率を用いたアンチダイブ力により，操舵時におけるロー

ル運動を抑制している。このアンチダイブ力は最大負荷率に影響を及ぼしていないことから，提案法 2

の配分により車両安定化と上下方向の姿勢制御が同時に実現できていることがシミュレーションによっ

て確認することができた。
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Fig. 67:従来法におけるシミュレーション結果

6.7 加速レーンチェンジ実験

従来法及び提案法を用いてシミュレーションと同様の条件にて実験を行った。走行条件は大学内のグ

ラウンドで車速 15 km/hまで加速し，モデル予測制御により参照軌道に追従させる。その際，総駆動力

指令値 Fxall = 800 Nを入力し，加速を行った。ただし，車両横滑り角 βは横滑り角オブザーバ [60]に

よって推定した値を用いた。
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Fig. 68:提案法 1におけるシミュレーション結果

図 71–74に各条件における実験結果を示す。まず，シミュレーションと同様にいずれの条件において

もヨーレート，車両横滑り角は同様の値となっており，図 74(a)のように走行軌道はそれぞれの条件で

ほぼ一致していることが確認できる。次に，駆動力配分と負荷率の比較を行う。従来法では図 71(c)の

ように駆動力を各輪に均等配分しているため，負荷率は図 71(e)のように前輪に大きく配分されている。

特に 4–5 sの右旋回時には右前輪の負荷率が大きく上昇し，他の車輪と比較してスリップしやすい状態

となっていることが確認できる。提案法 1では図 72(c)のように加速時では負荷率が上昇しにくい後輪
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Fig. 69:提案法 2におけるシミュレーション結果

に駆動力を大きく配分している。特に従来法でスリップの危険が高まった右旋回時では，右前輪の駆動

力を小さくし，なるべく負荷率を上昇させないような配分となっている。その結果，負荷率は図 72(e)

のように左右それぞれの前後輪の負荷率の差が小さくなるように配分され，従来法と比較して最大負荷

率が低減できていることが確認できる。提案法 2でも後輪側に駆動力を大きく配分しており，さらに提

案法 1と比較すると，図 73(c)のように余剰負荷率を有する前後輪において，ロールモーメント指令値

を満たすように駆動力が配分され，アンチダイブ力を発生させている。そのため，ロールモーメントは
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Fig. 70:シミュレーションによる最大負荷率・ロール角の比較

図 73(f)のように他の手法と比較して大きな値を出力している。その結果，最大負荷率は図 73(e)のよう

に提案法 1と同様の傾向になっており，この最大負荷率に影響を与えない範囲内で余剰負荷率をアンチ

ダイブ力に使用していることが確認できる。

続いて各条件における最大負荷率とロール角を比較する。最大負荷率は図 74(b)のように，提案法 1,

2は，従来法と比較して全体的に最大負荷率を低減し，スリップを抑制する配分となっていることが確

認できる。さらに，図 74(c), 74(d)より，提案法 2のアンチダイブ力によって操舵時におけるロール運動

が抑制されていることが確認できる。また，このロール角の変化も従来法，提案法 1と比較して緩やか

なものになっており，乗り心地の向上効果が得られている。右旋回のピーク時では特にロール角の抑制

効果が見られ，均等配分と比較するとロール角を約 21 %抑制しており，ロール角制御による姿勢維持

の効果が確認できる。以上により，本提案手法によりヨーレートと車両横滑り角を同時に制御しつつ，

駆動力配分による最大負荷率の低減と余剰負荷率を用いたロール制御によって，車両の安定性向上と乗

り心地の向上が同時に実現できることが実験によって確認することができた。
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Fig. 71:従来法における実験結果
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Fig. 72:提案法 1における実験結果
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Fig. 73:提案法 2における実験結果
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第 7章

まとめ

本研究では，インホイールモータを搭載した電気自動車を利用した，安定性・快適性向上のためのタ

イヤ力配分法に関する研究成果を報告した。これまでに，電気自動車の特徴を利用した車両安定化制御

手法は多数提案されてきたが，これらは主に駆動力差を利用してヨーレートや横滑り角などの状態量を

制御し，安定性を向上させるものであった。そのため，車両だけでなくタイヤの安定性を考慮して駆動

力・横力配分をすることで，タイヤにかかる負荷を分散しタイヤ力の飽和を抑制することができる。ま

た，この点に着目した最大タイヤ負荷を最小化する配分手法が提案されていたが，計算負荷の大きい反

復解法や，近似解である二乗和最小化手法が用いられていたため，これらの課題点を克服した配分手法

によって更なる安定性向上が実現できると考えられた。

そこで，まず以上の問題点を解決するために，冗長な線形システムにおいて用いることができる無限

大ノルム最小化の定理である Equal Magnitude Propertyを用いたタイヤ力配分手法に適用した。本研究

ではこの定理を駆動力・横力配分の拘束条件として付加することによって，瞬間低 µ路におけるスリッ

プ率抑制と，旋回を考慮したタイヤ負荷率の最小化問題を少ない計算負荷で解く手法について検討した。

前者では瞬間低 µ路の加速試験を行い，本研究室で提案したトラクション制御である駆動力制御法と提

案したタイヤ力配分を協調させることによって，ドライバーの快適性向上を目的とした総駆動力の維持

と駆動力差によるヨーモーメントの抑制，最大スリップ率の抑制を実現した。後者は加速旋回試験を行

い，旋回項を考慮して制御入力の自由度が増加した場合でも，従来広く用いられてきた二乗和最小化手

法と比較して最大負荷率の抑制と駆動力・横力出力の均等化を行い，車両安定化の向上と出力の飽和抑

制を実現した。

次に，自動運転時やシステムがドライバーの補助を行っている状況を想定して，システムが走行軌道

に追従させるような指令値を出力している条件下での駆動力配分による安定性向上効果について検討し

た。まず，タイヤのアライメントを考慮して左右の操舵輪に駆動力差を出力することにより，車両の重

心点周りのモーメントだけでなく操舵軸であるキングピン軸の周りにもモーメントを発生させることが

できることを示した。これとヨーレート制御を協調させることにより，インホイールモータをフェイル

検出不要なEPSの補償システムとして利用することができ，これによってシステムの安全性と安定性の

向上を実現した。次に，車両の 2次元平面運動において重要な状態量であるヨーレートと車両横滑り角

を制御した状態での，最大負荷率最小化のための駆動力配分法について検討した。この条件下での駆動

力配分問題の最適解を求める手法について示し，さらに余剰な負荷率を有する車輪を用いたロール角制
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御のための駆動力配分手法を提案し，車両の安定性向上とロール角抑制による乗り心地の向上を同時に

実現した。

このように，車両運動は主にタイヤに働く力によって行われるため，車両安定化のためには運動モデ

ルに基づく状態量制御だけでなく，タイヤ力の飽和を抑制するような配分を考慮する必要がある。今後

はこの点に着目して，四輪独立駆動を利用したヨーレート制御とタイヤ横滑り防止を目的とした駆動力

配分手法や，それにアクティブ操舵も含めた目標走行軌道への追従と車両安定化を両立させる力配分，

ピッチやヒーブなどを考慮した駆動力配分手法などの駆動力配分を応用した制御手法を行っていく必要

がある。このように，これまでは車両モデルをベースに行われてきた制御手法に対してタイヤ力配分を

考慮することで制御の自由度が増加するため，更なる安全性・安定性・快適性を向上させることができ

ると考えられる。
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付録 A

EPSフェイル時のヨーレート制御に関する追

加検討

A.1 駆動力配分による最大負荷率の低減

第 5章で説明した駆動力差を用いた旋回は，操舵のために大きな駆動力が必要になる。それによって，

低 µ路などでは駆動力飽和やスリップを引き起こし，車両が予期しない挙動となる恐れがある。この問

題を解決するために，タイヤの最大負荷率を抑制させるように駆動力配分し，スリップのリスクを低減

する手法が挙げられる。このため，駆動力差による操舵時において，駆動力配分によってどのような変

化が表れるか考察を行う。

A.1.1 駆動力配分則

タイヤの負荷率を抑制する駆動力配分を行う。手法として，ヨーモーメント指令値に応じた駆動力差

を 4輪に均等に配分する駆動力均等配分法と，4章にて説明したような，駆動力による負荷率を前後輪

に均等に配分する負荷率均等配分法を用いて比較を行った。駆動力均等配分法を式 (A-1)に，負荷率均

等配分法を式 (A-2)にそれぞれ示す。
Fxall

Nz

0

0
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A.1.2 駆動力配分をした場合の実験結果

以上の駆動力配分則を用いて挙動の比較を行う。実験条件は第 5章の条件と同様に，車速 20 km/hで

走行中に EPSがフェイルした状態で R = 20 mの旋回路に進入することを想定し，モデル予測制御を

用いて参照軌道に追従させる。実験結果を図 75–77に示す。まず，各配分手法における状態量について

考察する。駆動力については，図 75(b), 76(b)より駆動力均等配分では直接ヨーモーメントを出力する

のに左右に駆動力を均等に配分しているのに対し，負荷率均等配分では荷重の大きい車輪により大きな

駆動力を配分するため，後輪に大きく駆動力を配分している。その結果，図 75(a), 76(a)のように最大

負荷率は負荷率均等配分の方が小さくなっている。一方，ヨーレートと操舵角の比較を行うと図 75(c),

75(d), 76(c), 76(d)より，駆動力均等配分は負荷率均等配分と比較して実測値が指令値に近い値となって

いることが確認できる。

これらの傾向の違いの考察のために，図 77にそれぞれの配分における各状態量の比較を示す。まず，

図 77(a)より走行軌道はどちらの配分においても同様となっていることが確認できる。これはヨーレー

ト制御により，どちらも配分においても目標軌道に追従させるために 77(c)のように同様のヨーレート

を出力しているためである。

一方で，図 77(e)より駆動力差による操舵角は駆動力均等配分の方が大きくなっており，その結果 77(b)

のように必要な直接ヨーモーメントは小さくなっている。これは，負荷率均等配分では負荷率を抑制す

るために駆動力を後輪側に大きく配分しているが，この結果操舵軸周りのモーメントが均等配分よりも

小さくなっているためである。そのため，操舵によるヨーモーメントが小さくなり，これを補償するよ

うに大きな直接ヨーモーメントを要している。また，これによって車両横滑り角の傾向にも差が生じて

いる。図 77(f)のように負荷率均等配分の場合では直接ヨーモーメントが大きくなっていることから，駆

動力均等配分と比較して車両横滑り角は小さくなっていることが確認できる。

以上の結果により，EPSを用いない駆動力差による操舵において，負荷率を抑制する駆動力配分を行

うことにより以下の傾向が得られた。

• 適切な駆動力配分により，最大負荷率が抑制される。

• 後輪の輪荷重が大きくなると駆動力は後輪に大きく配分され，それによって出力する操舵トルク
が小さくなる。

• 操舵輪の駆動力差が小さい場合，より大きな直接ヨーモーメントが必要となり，その結果車両横
滑り角は小さくなる。

これらの結果により，駆動力配分によって多くの状態量の傾向が変化し，車両安定性に影響を与えるこ

とがわかった。そのため，駆動力差による操舵を EPSのバックアップとして構成する場合は，操舵角や

タイヤ負荷率，車両横滑り角などの要求の兼ね合いから駆動力配分方法を決定する必要がある。

A.2 ヨーレート制御系の極による挙動の影響

本手法は駆動力差により操舵トルクを発生させて操舵を行うため，ヨーレート制御系の特性によって

操舵角の応答が変化し，それに伴って車両の状態量の傾向も変化すると考えられる。そのため，第 5章
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Fig. 75:駆動力均等配分における実験結果
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Fig. 76:負荷率均等配分における実験結果
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Fig. 77:2つの配分における各状態量の比較

の実験において，EPSを用いない操舵手法のヨーレート制御系と YMOの極をそれぞれ−10 rad/s，−20

rad/sとした場合との比較を行う。

図 78に実験結果を示す。ヨーレート制御系の極を大きくしたことにより，図 78(b)のように駆動力の

ピークまでの時間が短くなっている。そのため，ヨーレートの応答は図 78(c)，78(d)のように EPSを用

いたときとほぼ同程度の速さで目標値に収束していることが確認できる。さらに，操舵角についても図

78(e)，78(f)のように目標操舵角までの応答が向上しており，EPSを用いたときと比較しても遜色のな

い動作となっている。これらの結果，走行軌道は図 78(a)のように，極が−5 rad/sのものと比較して目
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Fig. 78:ヨーレート制御系の極を変えた場合の実験結果

標軌道に近くなっており，さらに操舵後の挙動も安定したものなっていることが確認できる。

以上の結果より，ヨーレート制御系の極によってヨーレートの応答だけでなく操舵角の応答にも影響

を与えることがわかった。これによって，駆動力差を用いた操舵でもEPSを用いた場合と変わりのない

挙動を取ることができることを確認した。
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Fig. 79:実験に用いた LIDAR

A.3 前方障害物の回避運動

これまで，旋回軌道においては駆動力差を用いたEPSフェイル時の操舵手法の有効性を示すことがで

きた。これによって，もし EPSがフェイルしても目標軌道に追従することができるため，フェイルによ

る事故を防止することができる。しかし，これまでの議論では障害物の回避のように，より動的な軌道

については考慮されておらず，このようなシチュエーションでは障害物を回避しきれずに事故を引き起

こす可能性がある。

そこで，ここではEPSがフェイルした状態でも，前方の障害物を安全に回避することができるかにつ

いての検討を行う。Light Detection and Ranging、Laser Imaging Detection and Ranging (LIDAR)を用い

て前方の障害物を検知し，それを回避するような軌道をモデル予測制御にて生成させ，車両をその軌道

に追従させる。まず，実験に用いた LIDAR を図 79に，この仕様を表 6に示す。実験条件を図 80に示

Tab. 6:ibeo-LUX 2010の諸元
作動範囲 85–100 [deg]

測定距離 0.3–200 [m]

距離分解能 0.04 [m]

角度分解能 0.125–1 [deg]

垂直開口角度 3.2 [deg]

スキャンレイヤー 4

走査周波数 12.5 / 25 [Hz]

波長 905 [nm]

温度領域 -40–85[◦C]

動作電圧 9–27 [V]

すように，車両が 25 km/hで走行中に EPSがフェイルした場合を想定する。その際に，前方の横幅 1 m

の障害物をレーンチェンジ軌道で回避することを目的とする。ただし，モデル予測制御による軌道生成

は障害物から 20 m手前になったら開始し，その位置から回避動作を始める。また，モデル予測制御の

等式制約条件は第 5章のものと同様とした。ただし，不等式制約条件は操舵角指令値に加えて，障害物
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Fig. 80:障害物回避の実験条件
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Fig. 81:各条件における比較

の存在する y方向の位置に 1 mの安全距離をもたせたものとした。状態量の目標値は θ = 0とすること

で，y方向の不等式制約条件を満たしつつ，レーンチェンジ軌道を用いて障害物を回避させるようにし

た。本実験結果を図 81, 82に示す。

各条件における走行軌道を図 81(a)に示す。赤い枠の領域が障害物，赤い波線の領域が y方向の制約条
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Fig. 82:EPSのみを用いた回避
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Fig. 83:EPS+IWM-Sによる回避
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Fig. 84: IWM-Sのみを用いた回避

件であり安全マージンとした領域である。各色の点線は車両重心の走行軌道であり，その左右の線は車

両横幅を表している。この図より，駆動力差による操舵だけの場合でも，EPSを用いたときと同様に y

方向の制約条件に進入することなく，障害物を回避して直進走行に戻ることができている。これによっ

て，EPSがフェイルしても本手法によって障害物回避のようなレーンチェンジ軌道も同様に行うことが

でき，衝突事故を防止することができることが確認できた。次に図 81(b)，81(c)，81(d)にそれぞれヨー
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レート，ヨー角，前輪操舵角の比較を示す。ヨーレートは EPSのみの場合に比べて EPSと IWM-Sを協

調させると応答が速くなり，それによって目標ヨーレートとの誤差が小さくなるために安定した走行を

実現している。IWM-Sのみの場合でもヨーレートのピークまで応答は EPSを用いた場合と同等なもの

であるが，第 5章にて示した旋回軌道の場合と同様にヨーレートのピーク値には追従していない。また

右旋回後の車体の立て直しのための応答が遅れており，それによって直進に戻るまでに時間を要してい

る。これらの傾向はヨー角の比較からも確認できる。この原因として，図 81(d)に示すような操舵角の

応答の影響が挙げられる。IWM-Sのみの操舵は操舵角ではなくヨーレートの値によって決定されるた

め操舵角の傾向は EPSを用いた場合と差違が生じており，これによって各状態量にも影響が及んでいる

と考えられる。しかし，これは先の節でも述べたように，ヨーレート制御系の極やタイヤのアライメン

トを考慮した設計を行うことで，改善することが可能である。

各条件の駆動力とヨーレート指令値と実測値を図 82–84に示す。EPSと IWM-Sを協調させると EPS

のみと比較してよりヨーレートが指令値に追従し，小さい挙動で回避を行うことができている。IWM-S

のみの場合ではヨーレートを指令値に追従させるために大きな駆動力差を出力し，これによって操舵を

行っていることが確認できる。

以上の結果により，EPSがフェイルしても旋回による軌道追従だけでなく，前方の障害物の回避も同

様に行うことができるため，インホイールモータをEPSのバックアップシステムとして使用可能である

ことを示すことができた。
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付録 B

瞬間スプリット低µ路における駆動力配分の

より効率的な解法

第 3章にて EMPを用いた最大スリップ率を最小化する駆動力配分手法について説明した。この手法

はスリップ率の無限大ノルムの最小化解を保証する一方で，各輪のドライビングスティフネス推定値に

基づく場合分けが必要であり，急激に路面状況が変化した際などには瞬間的に最適解とならない可能性

がある。

そこで，本章ではこの問題を解決し，場合分けを必要とせずに常に最大スリップ率の最小化を保証す

る駆動力配分を求める手法について説明する。そのためには，第 6章で説明した最大負荷率を最小化す

る駆動力配分手法と同様の考え方を用いる。この手法を最大スリップ率の最小化問題に適用することで，

第 6章で説明した理論と同様に，最適な駆動力配分を容易な計算にて求めることが可能である。本手法

について以下に説明した後，シミュレーションによってその効果を確認する。

B.1 最大スリップ率を最小化する駆動力配分則

まず始めに，左右独立駆動の電気自動車を想定した場合，総駆動力 Fxall，ヨーモーメントNzに対す

る左輪の駆動力 FxL，FxRは次式により一意に求めることができる。[
Fxall

Nz

]
=

[
1 1

−df

2
dr

2

][
FxL

FxR

]
(B-1)

ここで，駆動輪を四輪独立駆動に拡張すると，FxL, FxRは次のように書き直せる。

FxL = Fxfl + Fxrl (B-2)

FxR = Fxfr + Fxrr (B-3)

そのため，四輪独立駆動にすることで制御入力には左右輪の駆動力指令値 FxL, FxRをそれぞれ前後に

配分するような自由度が利用できるようになるといえる。
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次に，以下に示す評価関数 Jλを最小化することを考える。

Jλ = max(λfl, λfr, λrl, λrr, ) (B-4)

λfl =
Fxfl

Dsfl
(B-5)

λfr =
Fxfr

Dsfr
(B-6)

λrl =
Fxrl

Dsrl
(B-7)

λrr =
Fxrr

Dsrr
(B-8)

式 (B-2), (B-3)より λrl, λrrは次のように書き直せる。

λrl =
FxL − Fxfl

Dsrl
(B-9)

λrr =
FxR − Fxfr

Dsrr
(B-10)

ここで，FxL, FxRは一意に求まり，Dsij は推定により取得できることから，λflと λrlは変数が Fxflの

みの関数，λfrと λrrは変数が Fxfrのみの関数で表すことができる。これは，直進におけるスリップ率

は左右それぞれ独立に扱うことができることを示している。これによって，式 (B-4)を最小化するため

の駆動力配分は以下の評価関数 JλL, JλRをそれぞれ最小化することで求めることができる。

JλL = max(λfl, λrl) (B-11)

JλR = max(λfr, λrr) (B-12)

ただし，JλL, JλR のどちらかが最大スリップ率と成りうることから両方を最小化しているが，最大ス

リップ率を最小化するためには必ずしも両方とも最小化する必要はない。次に，JλL，JλRを最小化す

る駆動力を求める。

ここでは例として，JλLを最小化する Fxfl, Fxrlを考えと，前後輪の駆動力は式 (B-2)により拘束さ

れていることから，前後輪のスリップ率が次式を満たすような駆動力が JλLを最小化する。

λfl = λrl (B-13)

この関係の説明のために，スリップ率が式 (B-13)を満たす場合とそうでない場合の様子を図 85に示す。

横軸はスリップ率 λ，縦軸は駆動力 Fxであり，青い直線は傾きがドライビングスティフネスDsとした

ときの左前輪と左後輪のスリップ率に対する駆動力の関係である。また，赤い点線は左輪の駆動力の拘

束条件 FxLを示しており，黒い点線は λfl = λrlとなるスリップ率を表している。まず，式 (B-13)を満

たさない場合について考える。この場合は図 85(a)に示すように，後輪に駆動力が過剰に配分されてい

るため，駆動力をより前輪側に配分することによって最大スリップ率を抑制することができる。このよ

うにして前輪の駆動力配分を大きくしていくと，やがて図 85(b)に示すような λfl = λrlを満たす駆動力

配分となる。この場合からさらに前輪に配分すると，前輪に駆動力が過剰に配分され，最大スリップ率

が上昇する。そのため，前後輪の駆動力が式 (B-13)を満たすことが式 (B-11)を最小化するための条件

であることがわかる。
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Fig. 85:max(λfl, λrl)を最小化するための条件

以上を踏まえ，車両の前後方向の運動方程式に拘束条件を付加することにより，最大スリップ率を最

小化する 4輪の駆動力を求める。まず，車両の前後方向の運動方程式をスリップ率で表すと以下のよう

になる。

[
Fxall

Nz

]
=

 Dsfl Dsfr Dsrl Dsrr

−
df
2
Dsfl

df
2
Dsfr −dr

2
Dsrl

dr
2
Dsrr



λfl

λfr

λrl

λrr

 (B-14)

この式の冗長性を用いて，拘束条件に左右輪それぞれの最大スリップ率を最小化する条件λfl = λrl, λfr =

λrrを付加すると，次のように表される。
Fxall

Nz

0

0

 =


Dsfl Dsfr Dsrl Dsrr

−
df
2
Dsfl

df
2
Dsfr −dr

2
Dsrl

dr
2
Dsrr

1 0 −1 0

0 1 0 −1




λfl

λfr

λrl

λrr

 (B-15)

この式と式 (B-5)–(B-8)の関係から，常に最大スリップ率を最小化する駆動力配分を求めることができる。

B.2 瞬間スプリット低µ路の加速シミュレーション

本節では，第 2章で用いた制御系において，先に示した駆動力配分則を適用したシミュレーションを

行う。シミュレーション条件は第 2章と同様に，µ = 0.8の高 µ路を 2000 Nで加速し，2 m先の µ = 0.2

の瞬間スプリット低 µ路に進入することを想定する。

図 86にシミュレーション結果を示す。まず，図 86(a)より，最大スリップ率は EMPによる方法と同

様の波形となっており，最大スリップ率は駆動力配分によって抑制されていることが確認できる。また，
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Fig. 86:駆動力配分による瞬間スプリット低 µ路の加速シミュレーション

それにともなって図 86(c)のように総駆動力は低 µ路上でも指令値に追従し，図 86(d)のように駆動力

差によるモーメントは抑圧されていることが確認できる。

次に，EMPによる駆動力配分との差違を考える。先の節で説明した手法は，式 (B-11)，(B-12)を最

小化する駆動力配分であったが，EMPによる手法は推定したDsij が最も小さい車輪の前後輪を含む 3

輪のスリップ率が等しいという条件であった。このため，どちらの手法も最も滑りやすい車輪の λij を

抑制する条件が含まれているため，最大スリップ率の抑制を実現している。そして，最大スリップ率と

なる車輪と反対側の前後輪の駆動力配分則が 2つの手法では異なるため，図 27(b)と図 86(b)のように

駆動力配分は多少異なる結果となっている。また，2つの手法の大きな違いとして，EMPによる手法は

Dsijによって最大スリップ率とする車輪を選ぶ場合分けが必要であり，Dsijの推定結果によって最適な

駆動力配分にならない可能性があるのに対し，先の手法ではどのような状況でも最大スリップ率を保証

しているため，常に最適な駆動力配分であることが挙げられる。このため，このように直進に限定した

条件においては，EMPによる手法よりも，先に述べた手法を用いることで，より安定性を向上させるこ

とができるといえる。
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